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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第119期 第120期 第121期 第122期 第123期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

営業収益 (百万円) 47,270 46,705 46,586 44,992 46,145

経常利益 (百万円) 743 773 612 704 1,401

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 475 465 316 416 1,116

包括利益 (百万円) 964 565 619 843 985

純資産額 (百万円) 23,856 24,122 24,479 25,004 25,694

総資産額 (百万円) 41,055 39,106 37,685 36,886 36,905

１株当たり純資産額 (円) 815.64 823.19 836.63 856.25 879.90

１株当たり当期純利益 (円) 16.48 16.12 10.94 14.41 38.65

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 57.4 60.8 64.1 67.1 68.9

自己資本利益率 (％) 2.1 2.0 1.3 1.7 4.5

株価収益率 (倍) 17.3 15.2 20.6 19.8 11.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 2,738 2,184 3,460 2,587 3,253

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △2,399 △1,980 △918 △1,273 △1,728

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △773 △1,511 △2,189 △1,462 △1,296

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 2,902 1,660 2,056 1,957 2,174

従業員数 (人) 2,283 2,240 2,213 2,157 2,158

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第120期の期首から適用して

おり、第120期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。

 

EDINET提出書類

株式会社丸運(E04182)

有価証券報告書

  2/120



(2）提出会社の経営指標等

回次 第119期 第120期 第121期 第122期 第123期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

営業収益 (百万円) 41,433 40,589 39,645 39,072 40,088

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 361 2,245 △73 83 594

当期純利益 (百万円) 233 1,877 95 116 607

資本金 (百万円) 3,559 3,559 3,559 3,559 3,559

発行済株式総数 (株) 28,965,449 28,965,449 28,965,449 28,965,449 28,965,449

純資産額 (百万円) 17,551 19,082 19,196 19,398 19,576

総資産額 (百万円) 37,078 35,153 34,322 33,326 33,091

１株当たり純資産額 (円) 607.59 660.60 664.57 671.57 677.74

１株当たり配当額
(円)

8.00 8.00 8.00 9.00 19.00

（内１株当たり中間配当額） (4.00) (4.00) (4.00) (4.00) (5.00)

１株当たり当期純利益 (円) 8.10 65.01 3.31 4.04 21.03

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 47.3 54.3 55.9 58.2 59.2

自己資本利益率 (％) 1.3 9.8 0.5 0.6 3.1

株価収益率 (倍) 35.2 3.8 68.3 70.5 20.7

配当性向 (％) 98.8 12.3 241.7 222.6 90.3

従業員数 (人) 364 361 356 351 349

株主総利回り (％) 127.4 113.5 108.7 138.3 212.2

（比較指標：配当込みTOPIX） (％) (142.1) (145.0) (153.4) (216.8) (213.4)

最高株価 (円) 353 298 249 291 584

最低株価 (円) 206 238 210 227 273

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所スタンダード市場におけるものであり、それ

以前については東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第120期の期首から適用して

おり、第120期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。
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２【沿革】

　当社の沿革の概要は次のとおりであります。

1892年９月 金原明善他　静岡県長上郡和田村に天龍運輸会社を設立

1928年12月 天龍運輸　静岡県長上郡和田村に天龍運送株式会社を設立

1938年12月 天龍運送　東京市芝区新橋に株式会社天龍組を設立

1941年11月

～1945年８月

天龍運送、天龍運輸　国内経済新秩序・陸運非常体制の下、日本通運に統合

1947年12月 天龍組　天龍運輸株式会社に商号変更

1950年１月 天龍運輸　鉄道木下組と合併し天龍木下運輸株式会社に商号変更

1960年６月 天龍木下運輸　株式会社丸運に商号変更

1960年11月 東京市場に株式を店頭登録

1961年10月 東京証券取引所市場第二部上場

1964年12月 本社を東京都港区芝汐留に移転

1969年12月 利用航空運送事業の免許を取得

1974年11月 営業倉庫業の許可を取得

1980年11月 本社を東京都港区赤坂に移転

1990年９月 東京証券取引所市場第一部に指定

1994年３月 横浜港での通関業資格を取得

1994年８月 本社を東京都港区西新橋に移転

1997年４月 株式会社ジョモトランスポート名古屋（現・株式会社丸運トランスポート東日本）の株式取得

1997年４月 株式会社ジョモトランスポート大阪（現・株式会社丸運トランスポート西日本）の株式取得

2002年10月 液体輸送事業を再構築し、地域別新会社８社が事業を開始

株式会社ジョモトランスポート札幌（現・株式会社丸運トランスポート札幌）の株式取得（現・連結

子会社）

2002年11月 株式会社ジョモトランスポート東京（現・株式会社丸運トランスポート東日本）の株式取得

2008年１月 中国に現地法人「丸運国際貨運代理（上海）有限公司」設立（現・連結子会社）

2011年６月 丸運トワード物流株式会社を設立（当社60％出資）

2011年８月 本社を東京都中央区日本橋小網町に移転

2011年10月 中国に現地法人「丸運安科迅物流（常州）有限公司」設立（現・「丸運物流（天津）有限公司の常州

分公司）

2013年10月 液体輸送事業の地域別会社５社を統合し、株式会社丸運トランスポート東日本を発足（現・連結子会

社）

2014年４月 液体輸送事業の地域別会社３社を統合し、株式会社丸運トランスポート西日本を発足（現・連結子会

社）

2015年４月 ＡＥＯ（認定通関業者）取得

2015年６月 中国に現地法人「丸運物流（天津）有限公司」設立（現・連結子会社）

2015年11月 丸運トワード物流株式会社の当社の保有全株式を譲渡し、連結子会社から離脱

2017年８月 ベトナムに現地法人「有限会社丸運物流ベトナム」設立（現・連結子会社）

2019年４月 静岡石油輸送株式会社の株式取得（当社51％出資、現・連結子会社）

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からスタンダード市場に移

行

2025年３月 有限会社中村運輸機工の株式取得（当社100％出資、現・非連結子会社）
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３【事業の内容】

　当社グループは、株式会社丸運（当社）及び子会社20社により構成されております。グループの主たる事業として

陸運業を営み、貨物輸送、エネルギー輸送、海外物流、テクノサポート等の物流全般にわたる事業展開を行っており

ます。

　当社グループのセグメントごとの主なサービス又は事業内容と当社と子会社の当該事業に係る位置付けは次のとお

りであります。

　なお、次の５事業は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

区分 主なサービス又は事業内容 主要な会社

 貨物輸送

区域輸送、特別積合せ輸送、

環境リサイクル、重量品輸

送・搬出入・据付、引越、保

管、鉄道コンテナ輸送、海上

コンテナ輸送、航空輸送、梱

包、構内請負作業、食品低温

物流、貨物輸送に付帯関連す

る事業

当社、㈱丸運ロジスティクス東北、㈱日昭丸運、㈱丸運産業、

㈱丸運ロジスティクス関東、㈱丸運ロジスティクス東海、

㈱丸運ロジスティクス西日本、㈱大分丸運、

㈲中村運輸機工（注）１

エネルギー輸送

石油輸送、ＬＰＧ輸送、構内

請負作業、潤滑油・化成品の

輸送及び保管業務、エネル

ギー輸送に付帯関連する事業

当社、㈱丸運トランスポート札幌、

㈱丸運トランスポート東日本、静岡石油輸送㈱、

㈱丸運トランスポート西日本、近畿オイルサービス㈱、

北豊運輸㈱

 海外物流

海上コンテナ輸送、国際航空

貨物輸送、国際海上貨物輸

送、輸出入通関業務、海外物

流に付帯関連する事業

当社、丸運国際貨運代理（上海）有限公司、

丸運物流（天津）有限公司（注）２、

㈲丸運物流ベトナム

 テクノサポート
油槽所等の構内作業に付帯関

連する事業
当社、㈱丸運テクノサポート

その他事業
不動産賃貸業、損害保険代理

業、事務代行業等
当社、㈱丸運サービス、㈱丸運ビジネスアソシエイト

（注）１．当社は2025年３月27日付で㈲中村運輸機工の株式を100%取得いたしました。

　　　２．丸運物流（天津）有限公司は、2024年９月24日付で同社を存続会社、丸運物流（常州）有限公司を消滅

　　　　　会社とする吸収合併を行っております。
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事業系統図
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４【関係会社の状況】

(1）連結子会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

役員の兼任
営業上の
取引等

㈱丸運ロジスティクス

東北
山形県山形市 40

貨物自動車運

送事業
100 当社の従業員５名 下請傭車

㈱日昭丸運 茨城県日立市 10
構内作業請負

業
100 当社の従業員５名 下請

㈱丸運産業 新潟県胎内市 20
貨物自動車運

送事業
100 当社の従業員２名 下請傭車

㈱丸運ロジスティクス

関東
東京都江東区 10

貨物自動車運

送事業
100

当社の役員　１名

当社の従業員８名
下請傭車

㈱丸運ロジスティクス

東海
愛知県西尾市 15

貨物自動車運

送事業
100 当社の従業員３名 下請傭車

㈱丸運ロジスティクス

西日本
大阪府堺市 30

貨物自動車運

送事業
100 当社の従業員３名 下請傭車

㈱大分丸運 大分県大分市 15
貨物自動車運

送事業
100 当社の従業員３名 下請傭車

北豊運輸㈱ 北海道苫小牧市 20
貨物自動車運

送事業
66 当社の従業員３名 下請傭車

㈱丸運トランスポート

札幌
北海道札幌市 48

貨物自動車運

送事業
100 当社の従業員３名 下請傭車

㈱丸運トランスポート

東日本 (注)２
神奈川県横浜市 30

貨物自動車運

送事業
100 当社の従業員６名 下請傭車

㈱丸運トランスポート

西日本
大阪府大阪市 50

貨物自動車運

送事業
100 当社の従業員５名 下請傭車

近畿オイルサービス㈱

(注)３
大阪府大阪市 10

構内作業請負

業

100

(100)
当社の従業員４名 下請

静岡石油輸送㈱ 静岡県富士市 45
貨物自動車運

送事業
51 当社の従業員５名 下請傭車

丸運国際貨運代理（上

海）有限公司
中国上海市 86

国際貨運代理

業
100 当社の従業員５名 下請

丸運物流（天津）有限

公司 (注)１.２
中国天津市 497

貨物自動車運

送事業
100 当社の従業員７名 下請傭車

有限会社丸運物流ベト

ナム
ベトナムハノイ市 260

貨物輸送代理

業
100 当社の従業員３名 下請

㈱丸運テクノサポート 岡山県倉敷市 30
構内作業請負

業
100 当社の従業員３名 下請

㈱丸運サービス 東京都中央区 10
損害保険代理

業
100 当社の従業員４名

損害保険

代理店

㈱丸運ビジネスアソシ

エイト
東京都中央区 10 事務代行業 100 当社の従業員３名 業務委託

 
　（注）１．丸運物流（天津）有限公司は、2024年９月24日付で同社を存続会社、丸運物流（常州）有限公司を消滅会社

とする吸収合併を行っております。

２．特定子会社に該当しております。

３．「議決権の所有割合」欄（　）内の数字は、間接所有割合（内数）であります。
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(2）その他の関係会社

名称 住所
資本金
（百万円）

提出会社
の議決権
に対する
所有割合
（％）

事業の内容

関係内容

役員の兼任
営業上の取
引等

JX金属㈱ 東京都港区 75,000 38.27

半導体材料事業、情報

通信材料事業、基礎材

料事業

当社の役員

１名

同社製品の

自動車運送

　（注）JX金属㈱は、有価証券届出書を提出しております。
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５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 2025年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

貨物輸送 1,026

エネルギー輸送 771

海外物流 146

テクノサポート 120

その他事業 36

全社（共通） 59

合計 2,158

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループ（当社及び連結子会社）からグループ外への出向者を除き、グループ外

からの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員は含む。）につきましては、

重要性が乏しいため記載を省略しております。

２．全社（共通）として記載している従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

（2）提出会社の状況

   2025年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

349 45.3 17.7 6,920,136

 

セグメントの名称 従業員数（人）

貨物輸送 185

エネルギー輸送 35

海外物流 55

テクノサポート 15

全社（共通） 59

合計 349

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（人材派遣会社からの派遣社員は含む。）につきましては、重要性が乏しいため記載を省略しており

ます。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．平均年間給与に当社から海外子会社への出向者及び社外から当社への出向者は含んでおりません。

４．全社（共通）として記載している従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

（3）労働組合の状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）の労働組合の主たるものとしては、丸運労働組合が組織されております。

　中央には本部、各箇所に支部が設けられており、2025年３月31日現在の労働組合員総数は188名であります。

　労働組合とは労働協約に基づき、労使協議会を開催し、正常かつ円満な労使関係を維持しております。

　なお、丸運労働組合は全日本運輸産業労働組合連合会に所属しております。
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（4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①　提出会社

当事業年度

補足説明

管理職に占
める女性労
働者の割合
（％）
 （注）
１．

男性労働者の育児休業取得率（％）
　　　　（注）１.２

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１

全労働者
正規雇用労
働者

パート・有
期労働者

全労働者
正規雇用労
働者

パート・有
期労働者

4.7 － 37.5 － 62.0 61.8 66.5

賃金は性別に関係なく同一

の基準を使用しています

が、勤続年数の違い、上級

役職者数の違い等により男

女差が生じています。

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２．パート・有期労働者の対象者がいないため「－」と表示しております。

 

②　連結子会社

当事業年度

補足説明
名称

管理職に占
める女性労
働者の割合
　（％）
（注）１．

男性労働者の育児休業取得率（％）

（注）１.２
労働者の男女の賃金の差異（％）

（注）１

全労働者
正規雇用労
働者

パート・有
期労働者

全労働者
正規雇用労
働者

パート・有
期労働者

㈱丸運トランス

ポート東日本
3.5 － 50.0 － 74.9 78.3 63.8

賃金は性別に関係なく同一の

基準を使用していますが、職

種の違いによる残業代や乗務

手当などの差、上級役職者数

の違い等により男女差が生じ

ています。

 

㈱丸運ロジスティ

クス関東
7.7 － 33.3 － 61.9 79.8 59.0

賃金は性別に関係なく同一の

基準を使用していますが、勤

続年数の違い、上級役職者数

の違い等により男女差が生じ

ています。

 

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２．パート・有期労働者の対象者がいないため「－」と表示しております。

３．上記以外の連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及

び「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定による公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）経営理念及び行動指針

当社グループは、経営理念と行動指針を以下のとおり定めています。

 

 

（２）長期ビジョン

　当社グループでは、長期的な経営戦略として2022年5月に「２０３０丸運グループ長期ビジョン」を策定・発表し

ております。この長期ビジョンでは、当社グループの2030年のありたい姿を提示し、営業収益600億円以上、経常利

益20億円以上を達成することを目標として、営業強化分野と次期成長分野にＭ＆Ａを含む総額120億円の積極投資を

行っていくこととしております。

＜２０３０丸運グループのありたい姿＞　～事業の将来像～

　　◆　貨物輸送とエネルギー輸送の両輪経営を継続し、高いコスト競争力と提案営業力を有する物流エキスパー

ト企業となることを目指します。

　　◆　そのために、国内一般貨物を基盤として、素材の国内外一貫物流を強化すること、今後市場成長が見込ま

れるリサイクル物流分野、機工分野、食品流通分野及び潤滑油化成品等の危険物保管分野への積極的な投

資を実行することにより成長を追求します。

　　◆　また、減少していく石油輸送については、安全を確保しつつ効率化を推進します。

 

（３）中期経営計画

長期ビジョンの実現に向けて、2023年度を初年度とする３ヵ年を対象とした第４次中期経営計画を策定しており

ます。

中期経営計画策定後、国内では、地政学的な要因と円安によるインフレの進行、物流2024年問題に伴い一気に顕

在化しているドライバー不足など、物流業界を取り巻く事業環境が厳しさを増しております。このような環境下、

当社は、適正運賃・料金の収受についてコスト分析に基づく丁寧な説明・交渉を実施してまいりました。その結

果、多くのお客様にご理解をたまわり、運賃・料金改定は大きく進展しました。

一方、中国経済の成長鈍化、米中貿易摩擦等に伴う貿易量の低迷は、当社の掲げる国内外一貫物流拡大の大きな

阻害要因となっております。また、昨今の米国の関税政策をめぐる不確実性の増大は、お客様の稼働・荷動きを通

じて当社の業容にも大きく影響する可能性があります。特に海外物流事業については、戦略の見直しを行い、生産

財シフトに伴う設備輸送の強化などを図ってまいります。

第４次中期経営計画に掲げた基本方針ごとの対応状況は、以下のとおりです。

＜基本方針１＞長期ビジョン実現に向けた基礎固めと種まき
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　基礎固め項目の一つである「提案営業力の強化」については、2024年４月に設置した営業開発部を中心に、新規

顧客開拓と既存顧客の深耕を追求し、徐々に成果が出始めております。今後、更なる新規大型案件の獲得に努めて

まいります。また、海外営業の強化について、ベトナムにおいて物流梱包事業を営むSAO NAM INTERNATIONAL

SERVICE ＆ TRADING JOINT STOCK COMPANY（以下、「ＳＡＮＣＯＰＡＣＫ社」という。）と資本業務提携を実施し

ております。

　「コスト競争力の強化」については、複数の拠点でハンディターミナルの導入による効率化を進めたことに加

え、デジタコデータの活用、自動点呼への対応など、更なるＤＸ実装に向けて予算化を行い、2025年度での実施を

目指してまいります。

　また、「次期成長分野拡大のための種まき」については、機工分野において永年の経験と優れた技能を保有する

有限会社中村運輸機工の全株式を取得いたしました。今後も、Ｍ＆Ａや資本参加の更なる成案化に向け、積極的に

活動を継続してまいります。

＜基本方針２＞2024年問題への適切な対応

　政府は、持続可能な物流の実現のため、改正物流関連二法を2025年４月１日付で施行しました。この法改正で

は、物流の効率化を促進するとともに、多重下請けの解消や実運送会社による適正運賃・料金の収受など、取引慣

行の健全化に向けた規制を強化しております。これを受けて当社は、委託先との丁寧な運賃交渉及び管理システム

改修等の必要な投資を行い、発注適正化のための取組みを強化しております。

　また、物流効率化の取組みにおいては、お客様と連携しながら、ドライバーの配送回数や配送業務の平準化を更

に進めるとともに、リアルタイムの時間管理を強化するために、デジタコデータの活用システムを全車に導入して

まいります。

 

（４）セグメント毎の課題及び対応

≪貨物輸送≫（持続可能な物流体制の維持強化及び更なる業容拡大）

　当部門においては、持続可能な物流体制の維持強化を重要な課題として認識しております。

　そのため、適正運賃・料金の収受によるドライバーの待遇改善に努めるとともに、採用活動を強化してまいりま

す。

　また、提案営業力の強化のため司令塔として設置した営業開発部や、稼働を開始している営業情報システムによ

り迅速な情報共有を進め、素材関連の国内外一貫物流業務の獲得に努めてまいります。さらに、機工事業、通運事

業といった当社の強みのある分野においてタイムリーな物流提案を行うことにより、更なる業容拡大を目指してま

いります。

 

≪エネルギー輸送≫（石油輸送事業の徹底効率化とドライバーの確保、潤滑油・化成品事業の輸送・保管の強化）

　当部門においては、ドライバーの確保が喫緊の課題と認識しております。慢性的なドライバー不足に対しては、

待遇改善を図るとともに、ホームページやＳＮＳ等を活用し採用活動を強化することで、お客様のサプライチェー

ンの維持に貢献してまいります。

　石油輸送事業については、引き続き、適正運賃・料金の収受に向けてお客様の理解を得ながら進めるとともに、

事業のコスト競争力を強化し、エネルギーの安定供給に貢献してまいります。

　潤滑油・化成品事業については、培ってきた知見や設備の活用により新規案件の獲得に取り組むとともに、需要

拡大が見込める関東地区において、危険物保管にかかる事業拡大に取り組んでまいります。

 

≪海外物流≫（国内外一貫物流の獲得及びベトナム事業の拡大）

　当部門においては、低調な推移が続く中国経済の影響を受け、国内外の輸出入の取扱が伸び悩む状態が続いてお

ります。また、昨今の米国の関税政策等により海外物流事業は総じて不確実性が増しております。このような環境

の中で、事業を維持し、拡大に繋げる戦略の見直しが重要課題と認識しております。

　当社の掲げる海外から日本国内に向けた設備に関する一貫物流については、一層の提案営業を展開し、新規の業

務獲得に繋げてまいります。

　また、ベトナム事業においては、資本提携を実施した現地の物流梱包事業会社であるＳＡＮＣＯＰＡＣＫ社との

シナジー効果を高めることで、梱包から保管、通関、仕向地での輸送・開梱の一連の業務を一貫して行えるワンス

トップ物流サービスの提供が可能になります。このサービスを通じて、ベトナム事業のさらなる拡大を目指してま

いります。

 

≪テクノサポート≫（受託業務の安全・品質の向上による事業の維持継続）
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　当部門においては、お客様の安全・安定操業を継続してサポートしていくことが、重要な課題と認識しておりま

す。

　そのためには、安定操業の為の人員確保と財源となる料金改定に注力し、作業効率向上に繋がる設備や労働環境

の整備に投資してまいります。

　また、石油需要の縮小が見込まれる中で、お客様の環境・安全・品質活動に対する適切なサポートを継続し業務

規模を維持してまいります。

 

（５）ＥＳＧ経営

当社グループは、サステナブルな社会を支える総合物流企業として持続的な成長と企業価値向上を図るため、

2021年度からＥＳＧ経営を推進しております。具体的には「運輸安全の向上」「労働安全衛生の向上」「脱炭素社

会の形成」「環境負荷の軽減」「ダイバーシティの推進」「コンプライアンスの徹底」を最優先課題（マテリアリ

ティ）に設定し、グループ全社で取り組んでおります。特に、人手不足が社会全体の課題である中、「ダイバーシ

ティの推進」においては、エンゲージメントサーベイやワークショップによる現状把握のもと、エンゲージメント

の向上や多様な人財が能力を最大限発揮できる職場環境の構築に取り組み、引き続き人財の確保・定着に努めてま

いります。これらの活動を通じて事業の持続的な成長を目指すとともに、持続可能な社会の発展に貢献してまいり

ます。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取り組みは、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。
 

＜サステナビリティ全般＞

(1)ガバナンス

　当社グループでは、サステナビリティに関する18項目の重要課題を抽出し、その中で最優先課題（マテリアリ

ティ）を、脱炭素社会の形成、環境負荷の低減、運輸安全の向上、労働安全衛生の向上、ダイバーシティの推進、

コンプライアンスの徹底の６項目に特定しました。

(注)最優先課題（マテリアリティ）特定プロセスの詳細は、丸運グループホームページをご覧ください。

　また、特定した課題に取り組むため、環境委員会、安全委員会、人権・人財委員会、社会貢献委員会の４委員会

を設置しています。各委員会では、各方針案の策定や実行計画及び長期目標の確認と検討等を行っています。

　さらに、代表取締役社長を議長とする「丸運グループＥＳＧ推進会議」を設置しています。本会議は社外取締役

や関係会社社長含む役員等をメンバーとし、各委員会活動の方針承認、総括を行い、グループ全体のサステナビリ

ティに関する取り組みを推進しています。

(注)ＥＳＧ推進体制の詳細は、丸運グループホームページをご覧ください。
 
(2)戦略

　第２[事業の状況]「１[経営方針、経営環境及び対処すべき課題等]（５）ＥＳＧ経営」に記載しています。
 
(3)リスク管理

　当社グループでは、サステナビリティに関するリスク及び機会について、リスクマネジメント委員会が評価し、

取締役会に報告しています。
 
(4)指標及び目標

　上記「＜サステナビリティ全般＞(1)ガバナンス」と「＜サステナビリティ全般＞(3)リスク管理」の枠組みを通

じて、重要と判断した項目である気候変動及び人的資本の指標及び目標は、「＜気候変動＞(4)指標及び目標」及

び「＜人的資本＞(3)指標及び目標」に記載しています。

◆　脱炭素社会の形成

　　2030年度のCO₂排出量を2019年度比20％以上削減する。

◆　環境負荷の低減

　　トラック、タンクローリー輸送と比較しCO₂排出量の少ない鉄道輸送及び内航船輸送を推進する。

◆　運輸安全の向上

　　重大事故件数　年間ゼロ件を達成する。

◆　労働安全衛生の向上

　　労働災害件数　年間ゼロ件を達成する。

◆　ダイバーシティの推進

　　女性採用比率50％以上を維持する。

　　女性管理職割合を10％以上に向上させる。

　　障がい者法定雇用率2.5％を維持・向上させる。

◆　コンプライアンスの徹底

　　コンプライアンス研修をより充実させることにより丸運グループ役員・従業員のコンプライアンス意識を徹底

　　する。
 

＜気候変動＞

(1)ガバナンス

　気候変動に関する課題は、リスクマネジメント委員会を設置し、委員会内で識別したリスク・機会を、リスクマ

ネジメント委員会の委員長である代表取締役社長が経営会議及び取締役会に報告します。取締役会は、気候変動に

関するリスク・機会について報告（年１回以上）を受け、監督をします。

(注)気候変動に関する詳細は、丸運ホームページをご覧ください。
 
(2)戦略

①シナリオ分析

　当社グループは、短期・中期・長期の時間的観点を踏まえ、TCFD提言に基づき、気候変動に関するリスク・

機会の把握を目的にシナリオ分析を行いました。シナリオ分析では、国際エネルギー機関 (IEA) 等の科学的根

拠に基づき1.5℃シナリオと4℃シナリオを定義し、2030年(移行リスク)と2050年(物理リスク)時点で事業に影

響を及ぼす可能性がある気候関連のリスクと機会の重要性を評価しました。
 
②リスク・機会の特定及び評価
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　当社グループを対象に気候変動に関する移行・物理リスクを精査し、事業への影響度を定性的に評価しまし

た。移行リスクでは政策・法規制から市場の変化まで、物理リスクでは急性リスクと慢性リスクについて検討

を行いました。気候変動に関する様々なリスク・機会のうち、当社事業への影響があるものを記載していま

す。

 

③リスク・機会一覧

　影響度をもとに、重要度が高い気候変動に関するリスク・機会を特定しました。

大：当社への影響が非常に大きい

中：当社への影響はあるが限定的

小：当社への影響はほとんどない
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区分 事業に及ぼす影響 時間軸
影響度

対応策
1.5℃ 4℃

移行

リスク

 

法規制

炭素税導入に伴う、電力価格

や燃料価格等高騰による、コ

スト増加

中期 大 小

・環境規制動向のモニタリング

・再生可能エネルギーの導入

・環境対応車両（EV・HV/LNG等）の導入

・鉄道や船舶等へのモーダルシフトの推進

・エコドライブの推進

・倉庫の大型化による拠点集約

・最適立地への配置を通じた物流効率化

廃棄物(保管容器等)の削減要

請、リサイクル素材使用要請

に伴うコスト増加

中期 大 中
・３R（リデュース、リユース、リサイク

　ル）の推進

技術

水素、EVトラック等の低GHG

燃料を用いた技術の導入に

よって生じるコスト増加

中期～

長期
大 小 ・環境対応車両の導入

脱炭素や環境負荷の低いサー

ビスを重視する顧客ニーズに

応えられないことによる、売

上減少

中期 大 中 ・脱炭素や環境負荷低減に向けた設備投資

市場
石油需要低下による、売上減

少

中期～

長期
大 中 ・石油国内需要の減少に合わせた効率化

評判

環境対策や十分な情報開示を

行わないことによる、株主や

投資家からの評判・企業価値

の低下

短期～

中期
大 中

・ステークホルダーとの対話の充実

・ＥＳＧ経営の推進

物理

リスク

物理

（急性）

大雨、洪水、台風等の異常気

象による、サプライチェーン

（原料調達・配送等）の寸

断、配送遅延

中期～

長期
大 大

・リスク・危機管理体制の構築

・BCP対応

・定期的な施設の点検・補修

物理

（慢性）

気温上昇に伴う、労働環境悪

化、生産性低下
長期 小 大

・労働環境の整備

・健康促進の取り組み

 

 

区分 事業に及ぼす影響 時間軸

影響度

1.5℃ 4℃

機

会

製品・

サービス

脱炭素への積極的な取り組み姿勢による、事業機会の創

出、取引先の拡大
中期 大 中

サーキュラーエコノミーの拡大による、プラスチックを

中心としたリサイクル物流(静脈物流)の売上増加
中期 大 中

環境配慮商品の需要増に伴う、非鉄需要の増大による売

上増加
中期 大 中

再生可能エネルギーの普及に伴う、太陽光発電所向け電

力ケーブルや送配電線網増強による売上増加

短期～

中期
大 中

レジリ

エンス

脱炭素への積極的な取り組み姿勢に伴う、評判・企業価

値の向上
中期 大 中

 

(3)リスク管理

　気候変動に関するリスクは、リスクマネジメント委員会が評価・選定します。選定されたリスクは、リスクマ

ネジメント委員会より経営会議及び取締役会に報告します。取締役会は、気候変動に関するリスク・機会について

報告（年１回以上）を受け、監督をします。
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(4)指標及び目標

　当社グループでは、2030年度の長期目標として、CO₂排出量(Scope1及びScope2)2019年度比20%以上削減を目標に

しています。

　具体的には、環境対応車両の導入、エコドライブの推進、再生可能エネルギーの導入等について、年度目標を設

定し、その実現に向けて取り組んでいます。

 

実績値

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

39,190t-CO₂ 38,434t-CO₂ 38,377t-CO₂ 36,881t-CO₂ 35,855t-CO₂ 34,977t-CO₂

長期目標

2030年度 削減率

31,351t-CO₂ 2019年度比20％

(注)環境省「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」で定められた算定方法及び排出係数により算定

 

＜人的資本＞

(1)ガバナンス

　人的資本に関する課題は、「人権・人財委員会」の中で、方針案の策定や実行計画及び長期目標の確認等を行っ

ています。

　また、代表取締役社長を議長とする「丸運グループＥＳＧ推進会議」を設置し、当社の社外取締役や関係会社社

長含む役員等をメンバーとして、委員会の方針の承認、活動目標の設定、そして現状の把握と課題解決に向けた議

論を行っています。

 

(2)戦略

　当社グループでは、人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針を、丸運

コーポレートガバナンス・ガイドラインにおいて以下のとおり定めております。

①人材育成方針

　年度別人材開発計画に基づき、「OJT教育」、「Off-JT教育」（階層別教育・ビジネススキル教育）による教

育を実施するとともに、数年毎のジョブローテーションにより様々な業務を経験させることで、多様な人材を

育成する。

　年度毎の教育計画に基づき、階層別教育のほか、ビジネス・ヒューマンスキル教育、その他教育についても

実施している。

　階層別教育は、新卒社員から役員までを対象とし、10コース程度を設置し、ビジネス・ヒューマンスキル教

育およびその他教育は、指名型および応募型にてマネジメントおよびビジネススキル等をテーマに10講座程度

を設置している。

 

②社内環境整備方針

　ワークライフバランスを重視した柔軟な勤務体系を整備し、従業員満足度を向上させることで、多様な人材

を確保する。

　ＥＳＧにおける最優先課題として特定しているダイバーシティの推進については、ＥＳＧ推進会議に人権・

人財委員会を設置して取り組んでいる。

 

(3)指標及び目標

　当社グループでは、「上記(2)戦略」において記載した方針を実現するための諸施策は上記「丸運グループＥＳ

Ｇ推進会議」の「人権・人財委員会」において推進しております。本委員会ではダイバーシティの推進において次

の指標を用いております。当該指標に関する目標及び実績は、次のとおりであります。

指　標 目標（2030年度） 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績
女性採用比率 50%以上の維持 42.9% 50.0% 52.9%
女性管理職割合 10%以上に向上 2.7% 4.6% 4.7%
障がい者雇用率 2.5%（法定雇用率）の維持・向上 2.9% 2.8% 3.4%

(注)いずれも丸運単体の数値（グループ会社においては、シニア社員の活用や現業作業における女性採用の推進な

　　ど、各社の実態に即した目標を設定し取り組んでおります）

 

EDINET提出書類

株式会社丸運(E04182)

有価証券報告書

 17/120



３【事業等のリスク】

（１）当社グループのリスクマネジメント体制

　当社グループでは、2025年４月１日に新たに「丸運グループリスクマネジメント基本方針」を制定し、下図のプ

ロセスによるリスクマネジメントを開始しました。すなわち、代表取締役社長を委員長とし、執行役員・取締役を

委員とするリスクマネジメント委員会が、リスクアセスメントによって洗い出されたリスクを評価し、重点対応リ

スクの選定と対応方針を決定し、経営会議に報告（答申）します。経営会議は、予算や中期経営計画に重点対応リ

スクの対応策を織込み、担当部署を決めて、その実行を指示します。リスクマネジメント委員会は対応策の実行の

モニタリングを行い、リスク全体の再評価と新たな重点対応リスク・対応方針を決定します。経営企画部は、リス

クマネジメント委員会の事務局としてこのサイクルを回し、当社グループのリスクマネジメントの実効性の向上を

図っております。

 

 

　リスクの評価においては、当社経営に与える影響度と発生頻度のそれぞれの最大を５点として評価し、重点対応

リスクは、影響度と発生頻度の合計点数が６以上のものの中から、足元の経営環境におけるリスク増大傾向と対応

の喫緊性などを考慮して選定することといたしました。
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（２）重点対応リスク

　上記のプロセスによって、2025年５月に選定された重点対応リスクとその対応方針は、以下のとおりです。な

お、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度のわが国の経済は、物価の高止まりや米国の政策変動による懸念があったものの、好調なインバ

ウンド需要の継続、賃上げの効果などにより、個人消費は緩やかに回復しました。さらに、脱炭素化に向けた取り

組みや、人手不足対応などを背景としたデジタル化などの進展に伴い、企業の設備投資は拡大傾向が続き、景気は

回復基調となりました。

　物流業界においては、ウクライナ侵攻等地政学的な要因と円安によるインフレの進行、燃料費の高騰や深刻な人

手不足など、業界を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続いております。貨物輸送数量は、個人消費の回復基

調を受け消費関連貨物は堅調に推移し、前年同期比プラスの荷動きとなりましたが、生産関連貨物は、鉄鋼、化学

工業品及び石油製品等が減少し、加えて、鉱工業生産も低調に推移したことから、前年同期比マイナスの荷動きと

なりました。さらに、建設関連貨物も、大規模土木工事や住宅投資が引き続き低迷していることから大幅に減少

し、国内の貨物総輸送数量は、前年同期を下回る状況で推移しました。

　このような経営環境の中、当社グループは、長期的な企業価値の向上を目指した「２０３０丸運グループ長期ビ

ジョン」の実現に向けて、2023年度を初年度とする第４次中期経営計画を策定し、適正運賃・料金の収受及び提案

営業力とコスト競争力の強化に取り組んでいます。

この結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

イ．財政状態

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ19百万円増加し、369億５百万円となりました。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ６億70百万円減少し、112億11百万円となりました。

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ６億89百万円増加し、256億94百万円となりました。

 

ロ．経営成績

当連結会計年度の経営成績は、営業収益は前年同期比2.6％増の461億45百万円、営業利益は前年同期比148.6％増

の12億66百万円、経常利益は前年同期比98.9％増の14億１百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前年同期比

168.1％増の11億16百万円となりました。

 

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

 

《貨物輸送》

営業収益は前年同期比0.1％減の224億４百万円、経常利益は前年同期比４億52百万円増の５億17百万円となりま

した。

《エネルギー輸送》

営業収益は前年同期比4.6％増の163億35百万円、経常利益は前年同期比１億28百万円増の５億80百万円となりま

した。

《海外物流》

営業収益は前年同期比6.3％増の54億60百万円、経常損益は前年同期比41百万円増の24百万円の損失となりまし

た。

《テクノサポート》

営業収益は前年同期比7.3％増の19億16百万円、経常利益は前年同期比94百万円増の１億43百万円となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ２億16百

万円増加し、21億74百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動による資金の収入は、前連結会計年度に比べ６億66百万円増加し、32億53百万

円となりました。この主な要因は、税金等調整前当期純利益が増加したことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動による資金の支出は、前連結会計年度に比べ４億54百万円増加し、17億28百万

円となりました。この主な要因は、車両等の固定資産の取得による支出が増加したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動による資金の支出は、前連結会計年度に比べ１億66百万円減少し、12億96百万

円となりました。この主な要因は、長期借入金の返済による支出が減少したことによるものであります。

 

③販売の実績

イ．営業収益

当連結会計年度の営業実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

営業収益（百万円） 前年同期比（％）

　貨物輸送 22,404 99.9

　エネルギー輸送 16,335 104.6

　海外物流 5,460 106.3

　テクノサポート 1,916 107.3

報告セグメント計 46,116 102.6

　その他事業 28 107.6

合計 46,145 102.6

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．その他事業の区分は各報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、不動産賃貸業、損害保険代

理業及び事務代行業等であります。

 

ロ．主要顧客別販売実績

相手先

前連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

金額（百万円）
営業収益に対する
割合（％）

金額（百万円）
営業収益に対する
割合（％）

ＥＮＥＯＳ株式会社 14,344 31.88 14,958 32.42

合計 14,344 31.88 14,958 32.42

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成

しております。この連結財務諸表の作成に関する重要な会計方針については、第５　経理の状況　1 連結財務諸表

等 (1) 連結財務諸表　注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）に記載のとおりであります。

当社グループは、連結財務諸表を作成するに当たり、退職給付に係る負債、税効果会計、貸倒引当金の計上等にお

いて、過去の実績等を勘案するなど合理的な見積り・判断を行っておりますが、見積り特有の不確実性があるた

め、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。
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②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

イ．財政状態

《資産》

　当連結会計年度末における総資産は369億５百万円となり、前連結会計年度末に比べ19百万円増加しました。この

主な要因は、現金及び預金の増加３億60百万円、有形固定資産の増加１億88百万円、無形固定資産の減少３億63百

万円及び投資その他の資産の減少１億16百万円等によるものであります。

《負債》

　当連結会計年度末における負債は112億11百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億70百万円減少しました。こ

の主な要因は、短期借入金の減少７億50百万円、長期借入金の減少２億50百万円及び未払法人税等の増加３億８百

万円等によるものであります。

《純資産》

　当連結会計年度末における純資産は256億94百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億89百万円増加しました。

この主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益を11億16百万円計上したことによる増加、配当金の支払による

減少２億88百万円及びその他有価証券評価差額金の減少84百万円等によるものであります。この結果、自己資本比

率は前連結会計年度末の67.1％から68.9％となりました。

 

ロ．経営成績

　当社グループの当連結会計年度の営業収益は、運賃・料金改定の効果により、前年同期比2.6％増の461億45百万

円となりました。

　経常利益は、既存顧客の荷動きは減少したものの、運賃・料金改定による増益の影響が大きく、また前年同期に

比べ物流拠点の大規模修繕費用が抑えられたことから、前年同期比６億96百万円増の14億１百万円となりました。

また、親会社株主に帰属する当期純利益は、投資有価証券の売却等により、前年同期比７億円増の11億16百万円と

なりました。

 

　セグメント別の業績概況は次のとおりであります。

 

《貨物輸送》

　当部門においては、アルミ材輸送及び流通加工業務の取扱量減等による減収要因があったものの、運賃・料金改

定の進展による収支改善及び鉄道コンテナ輸送業務での取扱量増等の増益要因に加えて、前年同期ほど物流拠点で

の大規模修繕費用が発生しなかったことにより減収増益となりました。

　これらの結果、営業収益は前年同期並みの224億４百万円、経常利益は前年同期比４億52百万円増の５億17百万円

となりました。

 

《エネルギー輸送》

　当部門においては、石油輸送事業では石油製品の内需減の影響等により、輸送数量が前期比3.6％減少となりまし

た。また、潤滑油・化成品事業では自動車関連向けの配送が低調に推移したことに加え、溶剤等の需要減により輸

送数量が前期比5.9％減少となりました。

　収支につきましては、ドライバー等の待遇改善を目的とした賃金改定や協力会社への運賃支払増はあったもの

の、主要顧客の運賃・料金改定による営業収益増に伴い、増収増益となりました。

　これらの結果、営業収益は前年同期比4.6％増の163億35百万円、経常利益は前年同期比１億28百万円増の５億80

百万円となりました。

 

《海外物流》

　当部門においては、海外事業では中国国内での日欧系自動車メーカーの販売不振により、主要顧客の輸送量が減

少したものの、国際事業での航空貨物の取扱量増、半導体需要の回復に伴う輸出量増及び運賃・料金改定等によ

り、増収増益となりました。

　これらの結果、営業収益は前年同期比6.3％増の54億60百万円、経常損益は前年同期比41百万円増の24百万円の損

失となりました。
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《テクノサポート》

　当部門においては、油槽所関連では業務受託料の見直しにより減収となったものの、製油所関連では構内作業及

び緑化作業の受託料改定、並びに配送業務の取扱量増等により増収増益となりました。

　これらの結果、営業収益は前年同期比7.3%増の19億16百万円、経常利益は前年同期比94百万円増の１億43百万円

となりました。

 

ハ．キャッシュ・フロー

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「（１）経営成績等の状況の概要　②キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

③資本の財源及び資金の流動性

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、労務費、燃油の購入費用、車両の維持保全費用、倉庫賃借料並

びに販売費及び一般管理費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要は、主に車両購入及び倉庫建設等

の設備投資によるものであります。当社グループは事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保すること

を基本方針としております。

　短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達につき

ましては、自己資金や金融機関からの長期借入を基本としております。また、グループの資金効率化を図るため、

キャッシュ・マネジメント・システム（CMS）を導入しております。

　なお、当連結会計年度末における有利子負債（借入金）の残高は３億70百万円であり、現金及び現金同等物の残

高は21億74百万円となっております。

　2026年３月期の設備投資額については、39億15百万円を計画しておりますが、現在の自己資本比率は68.9％と厚

みを増しており、その資金の調達にあたっては問題がないと考えております。

 

５【重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、能力増強、顧客ニーズへの対応、現有設備の維持保全等のために1,849

百万円の設備投資を実施いたしました。その主なものは、機械装置及び運搬具であります。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりです。

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従
業
員
数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

土地
（百万円）

土地面積
（㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

仙台物流センター

（宮城県仙台市宮城野区）
貨物輸送 物流倉庫 138 0 437 5,302.16 2 578 1

新潟物流センター

（新潟県胎内市）
〃 物流倉庫 119 1 232 19,700.12 0 353 4

芝浦物流センター

（東京都港区）
〃

物流倉庫

事業用車両
37 4

(6)

－

(1,612.78)

－
2 43 6

東雲物流センター

（東京都江東区）
〃

物流倉庫

事業用車両
96 12 1,766 4,225.24 10 1,886 12

羽田京浜物流センター

（東京都大田区）
〃

物流倉庫

事業用車両
779 37 3,327 9,209.20 39 4,182 32

東扇島物流センター

（神奈川県川崎市川崎区）
〃

物流倉庫

事業用車両
166 70 1,484 7,277.27 3 1,725 7

西尾物流センター

（愛知県西尾市）
〃

物流倉庫

事業用車両
215 2 1,076 14,565.45 1 1,296 9

名古屋物流センター

（愛知県弥富市）
〃

物流倉庫

事業用車両
42 4

(0)

743

(154.85)

16,101.34
4 794 4

新座流通センター

（埼玉県入間郡三芳町）
〃 物流倉庫 209 0 403 2,564.00 2 615 2

川崎ケミカルセンター

（神奈川県川崎市川崎区）
エネルギー輸送 物流倉庫 108 0 1,739 7,804.65 1 1,849 5

　（注）１．土地、土地面積の（　）内は賃借中のものであり、外数で表示してあります。なお、土地の（　）内の金額

は年間の賃借料であります。

２．㈱丸運ロジスティクス関東、北豊運輸㈱及び㈱丸運トランスポート西日本他に対して、事務所等の賃貸を

行っております。

３．上記金額には建設仮勘定は含んでおりません。
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(2）国内子会社

会社名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業
員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

土地
（百万円）

土地面積
（㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

株式会社日昭丸運

（茨城県日立市）
貨物輸送

事業用車両

車庫用地
19 144

(2)

－

(7,516.00)

－
8 172 106

株式会社丸運ロジスティクス

関東

（東京都江東区）

〃
事業用車両

車庫用地
0 201 65 614.87 3 271 263

株式会社丸運トランスポート

札幌

（北海道札幌市白石区）

エネルギー

輸送

事業用車両

車庫用地
145 337

(6)

148

(5,524.40)

13,462.74
20 651 86

株式会社丸運トランスポート

東日本

（神奈川県横浜市鶴見区）

〃
事業用車両

車庫用地
36 768

(6)

504

(7,406.00)

15,104.76
21 1,329 333

静岡石油輸送株式会社

（静岡県富士市）
〃

事業用車両

車庫用地
21 46 201 7,540.60 9 279 56

株式会社丸運トランスポート

西日本

（大阪府大阪市西淀川区）

〃
事業用車両

車庫用地
53 282

(4)

472

(4,500.00)

6,200.03
10 819 109

　（注）１．土地、土地面積の（　）内は賃借中のものであり、外数で表示してあります。なお、土地の（　）内は年間

の賃借料であります。

２．上記金額には建設仮勘定は含んでおりません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資計画については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘

案して策定しております。計画策定にあたっては提出会社を中心に調整を図っております。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

 

　重要な設備の新設、改修等

特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2025年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2025年６月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,965,449 28,965,449
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 28,965,449 28,965,449 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

1996年４月１日～

1997年３月31日

（注）１

1,956,345 28,965,449 830 3,559 826 3,076

　（注）１．上記の増加は、新株引受権付社債の権利行使による増加であります。

２．1997年３月31日以降、増減はありません。

 

（５）【所有者別状況】

       2025年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株） 単元未満

株式の状況

（株）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品

取引業者

その他

の法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 28 97 26 34 4,882 5,076 －

所有株式数

（単元）
－ 20,645 9,261 178,840 6,988 90 73,509 289,333 32,149

所有株式数の

割合（％）
－ 7.14 3.20 61.81 2.41 0.03 25.41 100.00 －

　（注）自己株式81,605株のうち816単元は「個人その他」の欄に、５株は「単元未満株式の状況」欄に含めて記載して

あります。なお、自己株式81,605株は株主名簿上の株式数であり、2025年３月31日現在の実保有株式数は80,605

株であります。
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（６）【大株主の状況】

  2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ＪＸ金属株式会社 港区虎ノ門２丁目１０ー４ 11,041 38.22

株式会社佐藤企業 新潟市中央区東堀前通１番町３４５番地 5,163 17.87

佐藤　謙一 新潟市中央区 1,562 5.40

丸運グループ従業員持株会 中央区日本橋小網町７－２ 820 2.84

日本証券金融株式会社 中央区日本橋茅場町１丁目２－10号 517 1.79

大樹生命保険株式会社

（常任代理人株式会社日本カス

トディ銀行）

千代田区大手町２丁目１－１

（中央区晴海１丁目８－１２）
400 1.38

ＭＳＩＰ　ＣＬＩＥＮＴ　ＳＥ

ＣＵＲＩＴＩＥＳ

（常任代理人モルガン・スタン

レーＭＵＦＧ証券株式会社）

２５ ＣＡＢＯＴ ＳＱＵＡＲＥ， ＣＡＮ

ＡＲＹ ＷＨＡＲＦ， ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１

４ ４ＱＡ， Ｕ．Ｋ．

（千代田区大手町１丁目９－７）

266 0.92

株式会社みずほ銀行

（常任代理人株式会社日本カス

トディ銀行）

千代田区大手町１丁目５番５号

（中央区晴海１丁目８番１２号）
249 0.86

株式会社三井住友銀行 千代田区丸の内１丁目１－２ 240 0.83

三井住友信託銀行株式会社

（常任代理人株式会社日本カス

トディ銀行）

千代田区丸の内１丁目４－１

（中央区晴海１丁目８－１２）
230 0.79

計 － 20,492 70.94
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 80,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,852,700 288,527 －

単元未満株式 普通株式 32,149 － －

発行済株式総数  28,965,449 － －

総株主の議決権  － 288,527 －

 

②【自己株式等】

    2025年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社丸運
東京都中央区日本

橋小網町７番２号
80,600 － 80,600 0.27

計 ― 80,600 － 80,600 0.27

　（注）　上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数

10個）あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 527 220,381

当期間における取得自己株式 － －

　（注）当期間における取得自己株式には、2025年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移転

を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（ － ）
－ － － －

保有自己株式数 80,605 － 80,605 －

　（注）当期間における保有自己株式には、2025年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置付け、連結配当性向50％以上を目途とし

て配当を実施する方針としています。また、安定的な配当の継続にも配慮し、単年度8円/株の配当を下限としていま

す。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、取締役会の決議により、毎

年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めております。また、当社は、会社法第459条第１項

の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる旨定款に定めております。

 

　　なお、当該事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2024年11月８日
144 5.0

取締役会決議

2025年５月20日
404 14.0

取締役会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

当社は、経営理念に基づき、物流という社会基盤の一端を担う企業として、企業の持続的成長と中長期的な企業

価値の向上を図るため、経営の監督と執行の分離や複数の独立社外取締役による経営の監督機能の強化等に取り組

むことにより、経営の仕組みの改善に努め、株主等に対する経営の透明性の向上と迅速・果断な意思決定を図りま

す。

当社は、前段の目的を達成すべく、取締役会の実効性のあるモニタリング・監督機能を高めるとともに、重要な

業務執行の決定の一部を業務執行取締役に委任し、迅速・果断な意思決定を可能とするため、会社法上の機関設計

として「監査等委員会設置会社」を選択しております。

 

②　企業統治の体制の概要及びその当該体制を採用する理由

イ．企業統治体制の概要

　当社は、監査等委員会制度を採用しているため、コーポレート・ガバナンス体制の主たる機関として取締役

会、監査等委員会を設置するとともに会計監査人を選任し、その補完機関として経営会議、丸運グループサミッ

ト会、内部統制会議、丸運グループＥＳＧ推進会議等を設置しております。

 

　取締役会は８名の取締役（うち４名は監査等委員である社外取締役）で構成され、定例の取締役会を原則とし

て毎月１回、また、必要に応じて臨時に開催し、重要事項の決定及び業務執行状況の監督を行っております。

　取締役会は、月次の決算報告に加え、法令に定められた専決事項を含め、次に掲げる項目に関わる決定・モニ

タリング及び経営理念・経営計画の達成のための監督を行っております。業務執行部門の迅速・果断な意思決定

を可能とするため、各号に記載される事項を除き、業務執行に係る決定を取締役社長に委任しております。

a.経営の基本方針に関する事項

b.経営計画に関する事項

c.株主総会に関する事項

d.取締役（監査等委員である取締役を除く）、取締役会等に関する事項

e.株式等に関する事項

f.計算書類等に関する事項

g.その他の重要な業務執行に関する事項

h.取締役会の評価

i.その他法令または定款に定める事項

 

　監査等委員会は、３名の独立社外取締役と１名の社外取締役の計４名の委員で構成されており、独立した観点

から法令、定款、監査等委員会規則及び監査等委員会要綱の定めるところに従い、業務執行取締役の職務執行に

つき監査・監督を行っております。

　当社は、清陽監査法人を会計監査人として起用し、会計監査を委託しております。会計監査人は、監査計画・

重点監査項目等を立案のうえ監査等委員会との間で意見交換を行い、また、四半期レビュー及び期末決算につい

ては、監査等委員会へ報告のうえ、同委員会との間でディスカッションを実施しております。

 

　経営会議は、社長が議長となり、執行役員のうち社長が指名した者、監査等委員会が指名した監査等委員が出

席する経営会議を原則として毎月３回開催し、取締役会付議事項の協議、取締役会から取締役に委任された業務

執行に係る意思決定を行っております。職制規則、職務権限規則及び稟議規則により職制、分掌業務並びに職制

別の決裁事項及び決裁権限を定め、効率的に職務を執行しております。

 

　丸運グループサミット会は、丸運グループサミット会運営規則に基づき、社長が議長となり原則年２回開催

し、中期経営計画の進捗状況、丸運グループ全体の予算編成結果、各部門による予算編成方針及びその他丸運グ

ループの経営に関する事項について情報の共有と意見交換を行い、意識統一を図ることを目的としております。

 

　内部統制会議は、社長が議長となり年２回開催し、丸運グループの会社法及び金融商品取引法等に基づく内部

統制システムの運用にあたり、業務監査結果や各部門の運用状況を定期的にモニタリングすることにより内部統

制システムの継続的な改善を図っております。
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　丸運グループＥＳＧ推進会議（環境委員会、安全委員会、人権・人財委員会、社会貢献委員会）は、社長が議

長となり年２回開催し、①地球環境の保全の推進②安全の向上③品質・顧客満足度の向上④ダイバーシティの推

進と多様な働き方環境の構築⑤社会貢献活動の推進⑥企業経営の管理体制の向上の推進を重点分野として、現状

の把握と課題解決に向けた議論を行い、ＥＳＧ経営を推進する活動に真摯に取り組み、誠実に業務を遂行して、

持続可能な社会への貢献を通じて信頼される企業グループを確立することを目的としております。

 

a.2025年６月24日（有価証券報告書提出日）現在の機関ごとの構成員は以下のとおりであります。

　（◎は議長を表す。）

役職名 氏名 取締役会 監査等委員会 経営会議

丸運グループ

サミット会

内部統制会議

丸運グループ

ＥＳＧ推進会議

代表取締役社長 中村　正幸 ◎  ◎ ◎

取締役 佐久間　成安 ○   ○

取締役 中澤　晃成 ○  ○ ○

社外取締役 太内　義明 ○   ○

社外取締役 岡　香里 ○ ○  ○

社外取締役 中澤　謙二 ○ ◎ ○ ○

社外取締役 有野　一馬 ○ 〇  ○

社外取締役 鳴瀧　英也 ○ 〇  ○

 
 

b.2025年６月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役(監査等委員である取締役

　を除く。)４名選任の件」及び「監査等委員である取締役２名選任の件」を上程しており、当該決議が承

　認可決されますと、期間ごとの構成員は以下のとおりとなる予定であります。（◎は議長を表す。）

役職名 氏名 取締役会 監査等委員会 経営会議

丸運グループ

サミット会

内部統制会議

丸運グループ

ＥＳＧ推進会議

代表取締役社長 中村　正幸 ◎  ◎ ◎

取締役 佐久間　成安 ○   ○

取締役 中澤　晃成 ○  ○ ○

社外取締役 太内　義明 ○   ○

社外取締役 中澤　謙二 ○ ◎ ○ ○

社外取締役 鳴瀧　英也 ○ 〇  ○

社外取締役 安原　貴彦 ○ 〇  ○

社外取締役 平野　双葉 ○ 〇  ○
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当社のコーポレート・ガバナンス体制は次のように図示されます。

 

 

ロ．当該体制を採用する理由

　当社は、取締役会の実効性のあるモニタリング・監督機能を高めるとともに、重要な業務執行の決定の一部を

業務執行取締役に委任し、迅速・果断な意思決定を可能とするため、監査等委員会設置会社としております。
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③　企業統治に関するその他の事項

イ．内部統制システムの整備の状況

　当社は、会社法及び会社法施行規則等に基づき、当社の業務の適正性を確保するための内部統制システムの基

本方針を定め、かかる体制の下で会社の業務の適法性・効率性の確保並びにリスクの管理に努めるとともに、環

境の変化に応じて体制の見直しを行い、その改善・充実を図ることとしております。

　内部統制システムの基本方針の概要は、以下のとおりです。

a.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、企業活動のあらゆる場面において、企業人として、社会市民として、法令遵守はもとより社会規

範・企業倫理に則って誠実に行動することを丸運グループコンプライアンス基本方針に示します。

　当社は、複数の独立社外取締役が取締役会に出席することにより、業務執行に関する決定の客観性及び妥当

性を確保します。

　当社は、内部監査組織である監査室による関連監査の実施及び通報制度運営基準に基づく内部通報制度の運

用により、コンプライアンスの強化を図ります。

b.取締役及び使用人の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、法令に基づき取締役会議事録を適正に作成し、その他の議事録、稟議書等の文書について、法令及

び文書取扱規則その他の社内規則に基づき適切に保存し、管理します。

　当社は、情報セキュリティ基本規則、個人情報保護規則及び特定個人情報取扱規則に基づき会社情報の不正

な使用・開示・漏洩を防止し、機密情報、個人情報及び特定個人情報を適切に取り扱うため、社内研修などを

通じ、取締役及び使用人にその遵守を徹底します。

c.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、当社の経営に大きな影響を及ぼす非常事態が発生した場合に、これに迅速かつ的確に対応し、人

的、物的な被害を最小限に抑え、もって、当社に課せられた社会的使命を全うすることを目的とした丸運グ

ループ緊急事態対応規則に基づき、社長を本部長とする緊急事態本社対策本部を設置するなど、全社的なリス

ク管理の充実のための措置を講じます。

d.取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、定例の取締役会を原則として毎月１回開催し、重要事項の決定及び執行役員の業務執行状況を監督

します。執行役員は、取締役会の決定によって定める業務の執行に当たります。

　また、原則として毎月３回社長が議長となり、執行役員のうち社長が指名した者、監査等委員会が指名した

監査等委員が出席する経営会議を開催し、取締役会付議事項の協議、取締役会から取締役に委任された業務執

行に係る意思決定を行います。職制規則、職務権限規則及び稟議規則により職制、分掌業務並びに職制別の決

裁事項及び決裁権限を定め、効率的に職務を執行します。

e.企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、内部統制システムの構築及び運用について、丸運グループ全体として取り組むことを基本としま

す。

　当社は、丸運グループサミット会運営規則に基づき丸運グループサミット会を定期的に開催し、中期経営計

画、予算等の連結経営に関する意識統一を図ります。また、内部統制会議運営規則に基づく当社及び連結対象

関係会社を対象とした内部統制会議の定期的な開催及び以下の体制により、丸運グループの内部統制システム

の確立を図ります。

　当社は、丸運グループの総合的な発展と経営効率の向上を図るため、関係会社管理運営規則に基づき、丸運

グループ各社の所管部署を定めます。丸運グループ各社は、所管部署を通じて、重要事項の決定について当社

の承認を得るほか、月次決算等の必要事項について、当社に報告を行います。

　当社は、丸運グループ各社において非常事態が発生した場合は、丸運グループ緊急事態対応規則に基づき、

当社として必要な指導・支援を行います。

　当社は、所管部署を通じて、丸運グループ各社の経営全般、営業活動等の指導、支援を行います。

　当社は、丸運グループコンプライアンス基本規則において、丸運グループの役員社員等の遵守すべき具体的

基準、実施体制等を定めるとともに、丸運グループＥＳＧ推進規則に基づき、地球環境の保全の推進、安全の

向上、品質・顧客満足度の向上、ダイバーシティの推進と多様な働き方環境の構築、社会貢献活動の推進、企

業経営の管理体制の向上の推進を図ります。また、内部監査組織である監査室による丸運グループ各社への関

連監査の実施及び通報制度運営基準に基づく丸運グループ各社を含めた内部通報制度の運用により、丸運グ

ループ全体としてコンプライアンスの強化を図ります。
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　当社は、丸運グループリスクマネジメント基本方針において、丸運グループ経営理念の実現並びにステーク

ホルダーの利益を阻害する要素の除去・軽減を図ることを定めます。

f.監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項並びに当該取締役及び使用人の他の取締役

（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）からの独立性及び監査等委員会の当該使用人に対する指

示の実効性の確保に関する事項

　当社は、監査等委員会の要請に応じて、監査等委員会の業務補助のためのスタッフを置くこととします。

　当該スタッフの人事については、監査等委員会の同意を得るものとします。

　監査等委員会は、当該スタッフに対して、監査等委員会に係る業務を直接指示するものとし、当該指示を受

けたスタッフは、監査等委員会の指示に従い、業務を遂行します。

g.当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に

関する体制

　当社は、監査等委員会が定めた監査等委員会監査要綱及び監査計画を尊重し、当社及び丸運グループ各社に

関する監査の円滑な遂行及び監査環境の整備に協力します。監査等委員会の定めた監査等委員が経営会議等の

重要な会議に出席し、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるよう体制を整備・運用します。

　当社は、監査等委員会の求める事項について、監査等委員会への報告が適切かつ円滑に実施されるよう、関

係部署との調整を図ります。

　当社は、監査等委員会に報告をした者が報告を理由として不利な取扱いを受けないよう適切に対応します。

h.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社は、監査等委員の求めに従い、監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。）について生ずる合理的な費用を負担します。

　重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実等を発見したとき

は、直ちに監査等委員に報告します。また、内部監査を担う監査室が監査等委員会と緊密な連携を保ちます。

 

ロ．子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社は、内部統制システムの構築及び運用について、丸運グループ全体として取り組むことを基本とします。

　当社は、丸運グループサミット会運営規則に基づき丸運グループサミット会を定期的に開催し、中期経営計

画、予算等の連結経営に関する意識統一を図ります。また、内部統制会議運営規則に基づく当社及び連結対象関

係会社を対象とした内部統制会議の定期的な開催及び以下の体制により、丸運グループの内部統制システムの確

立を図ります。

a.当社は、丸運グループの総合的な発展と経営効率の向上を図るため、関係会社管理運営規則に基づき、丸運

グループ各社の所管部署を定めます。丸運グループ各社は、所管部署を通じて、重要事項の決定について当

社の承認を得るほか、月次決算等の必要事項について、当社に報告を行います。

b.当社は、丸運グループ各社において非常事態が発生した場合は、丸運グループ緊急事態対応規則に基づき、

当社として必要な指導・支援を行います。

c.当社は、所管部署を通じて、丸運グループ各社の経営全般、営業活動等の指導、支援を行います。

d.当社は、丸運グループコンプライアンス基本規則において、丸運グループの役員社員等の遵守すべき具体的

規準、実施体制等を定めるとともに、丸運グループＥＳＧ推進規則に基づき、地球環境の保全の推進、安全

の向上、品質・顧客満足度の向上、ダイバーシティの推進と多様な働き方環境の構築、社会貢献活動の推

進、企業経営の管理体制の向上の推進を図ります。また、内部監査組織である監査室による丸運グループ各

社への関連監査の実施及び通報制度運営基準に基づく丸運グループ各社を含めた内部通報制度の運用によ

り、丸運グループ全体としてコンプライアンスの強化を図ります。

 

ハ．リスク管理体制の整備の状況

　当社は、丸運グループリスクマネジメント基本方針において、丸運グループ経営理念の実現ならびにステーク

ホルダーの利益を阻害する要素の除去・軽減を図ることを定めるとともに、３「事業等のリスク」に記載のとお

り、当社グループのリスクマネジメント体制により、当社グループのリスクマネジメントの実効性の向上を図り

ます。
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ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社は、各社外取締役（監査等委員である取締役を含む）との間で、会社法第427条第1項及び定款の規定に基

づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める最低責任限度額としております。

 

ホ．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。

　当該保険契約の概要は以下のとおりであります。

・当該保険契約の被保険者の範囲は次のとおりであります。いずれの場合も被保険者は保険料を負担しておら

ず、当社及び子会社が被保険者のすべての保険料全額を負担しております。

2024年4月～2024年5月：当社の取締役（監査等委員である取締役を含む）並びに子会社の取締役及び監査役

2024年6月～2025年3月：当社の取締役（監査等委員である取締役を含む）及び執行役員並びに子会社の取締役

及び監査役（ただし、海外子会社においては当社及び国内子会社からの出向者に限る）並びに当社及び国内子

会社（ただし、有価証券虚偽記載等に起因する損害賠償に限る）

・被保険者が役員等として行った業務上の行為に起因して、株主や投資家、従業員又はその他第三者から損害

賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担する損害賠償金・訴訟費用等の損害を填補の対象として

おります。

・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするために、被保険者による犯罪行為や法令違反の行

為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害等については填補の対象としないこととしておりま

す。

 

へ．取締役の定数

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は10名以内とする旨定款に定めております。また、当社の

監査等委員である取締役は５名以内と定めております。

 

ト．取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定

めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

チ．取締役会で決議できる株主総会決議事項

　当社は、剰余金の配当等、会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。また、会社法第454条第

５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に

定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行

うことを目的とするものであります。

 

リ．株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、特別決議事項の審議をより確実に行

うことが可能になることを目的とするものであります。
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ヌ．取締役会の活動状況

　当事業年度における取締役会の出席状況は、以下のとおりであります。

地位 氏名 出席状況

代表取締役社長 桑原　　豊 100％（4回/4回）

代表取締役社長 中村　正幸 100％（11回/11回）

取締役 佐久間成安 100％（15回/15回）

取締役 植西　　祐 100％（4回/4回）

取締役 中澤　晃成 100％（11回/11回）

社外取締役 堀　　一浩 100％（4回/4回）

社外取締役 太内　義明 100％（11回/11回）

社外取締役（監査等委員） 服部　　裕 100％（4回/4回）

社外取締役（監査等委員） 岡　　香里 100％（15回/15回）

社外取締役（監査等委員） 中澤　謙二 100％（15回/15回）

社外取締役（監査等委員） 有野　一馬 100％（15回/15回）

社外取締役（監査等委員） 鳴瀧　英也 100％（11回/11回）

（注）当事業年度において、当社は取締役会を15回開催しております。なお、代表取締役

社長桑原豊、取締役植西祐、社外取締役堀一浩及び社外取締役服部裕は2024年６月

26日開催の第122期定時株主総会終結時をもって任期満了により当社の取締役を退任

しており、４氏の退任までに開催された取締役会は４回です。また、代表取締役社

長中村正幸、取締役中澤晃成、社外取締役太内義明及び社外取締役鳴瀧英也は、

2024年6月26日開催の第122期定時株主総会にて選任された後の取締役会の出席回数

を記載しております。

 

　当事業年度における具体的な検討内容は、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応、ステークホ

ルダーとの対話、政策保有株式の議決権行使や取扱い、取締役会の実効性の評価等がありました。これらの他、

当社取締役会規則に定める決定事項及び報告事項に該当する項目について検討を行っています。

 

EDINET提出書類

株式会社丸運(E04182)

有価証券報告書

 41/120



（２）【役員の状況】

①　2025年６月24日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

男性7名　女性1名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（百株）

代表取締役社長

社長執行役員
中村　正幸 1964年７月９日生

1987年４月 日本鉱業株式会社（現ＪＸ金属株式会社）入社

2009年４月 台湾日鉱金属股份有限公司董事

 同社副総経理、電材部門長

2010年10月 同社総経理

2014年４月 ＪＸ日鉱日石金属株式会社（現ＪＸ金属株式会

社）電材加工事業本部薄膜材料事業部ターゲッ

トユニット半導体担当ユニット長

2017年４月 ＪＸ金属株式会社電材加工事業本部薄膜材料事

業部副事業部長

2019年４月 同社執行役員

 同社薄膜材料事業部副事業部長

 同社薄膜材料事業部管理部長

2020年４月 同社技術本部審議役

 ＪＸ金属商事株式会社代表取締役社長

2022年４月 タツタ電線株式会社顧問

2022年６月 同社常務執行役員（営業部門・特命事項管掌）

2023年４月 同社常務執行役員（営業部門・新規事業推進

部・技術開発センター・特命事項管掌）

2024年４月 ＪＸ金属株式会社社長付

2024年６月 当社代表取締役社長（現任）

 当社社長執行役員（現任）
　

(注)２ 38

取締役

貨物輸送事業部長補佐
佐久間 成安 1963年８月１日生

1986年４月 当社入社

2011年10月 当社貨物輸送事業部

貨物営業部副部長

2014年４月 当社貨物事業本部潤滑油・化成品事業部潤滑

油・化成品営業部副部長

2016年８月 当社貨物事業本部潤滑油・化成品事業部潤滑

油・化成品営業部営業担当部長

2017年４月 当社執行役員

 当社潤滑油・化成品事業部潤滑油・化成品営業

部長

2018年４月 当社常務執行役員

 当社潤滑油・化成品事業部長

2018年６月 当社取締役（現任）

2020年４月 当社貨物輸送事業部長

2022年４月 当社貨物輸送事業部長補佐（現任）

2023年４月 株式会社丸運ロジスティクス関東代表取締役社

長（現任）
　

(注)２ 308
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（百株）

取締役

常務執行役員

コーポレート管理本部長

中澤　晃成 1966年２月18日生

1988年４月 共同石油株式会社（現ＥＮＥＯＳ株式会社）入

社

2003年10月 株式会社ジャパンエナジー（現ＥＮＥＯＳ株式

会社）石油化学品販売部参事

2010年７月 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社（現ＥＮＥＯ

Ｓ株式会社）化学品本部機能化学品2部蓄熱事

業グループマネージャー

2011年４月 同社化学品本部化学品総括部副部長

2014年４月 同社基礎化学品本部アロマ部副部長

2015年４月 同社機能化学品カンパニー カンパニー企画ユ

ニット長

2017年４月 ＪＸＴＧエネルギー株式会社（現ＥＮＥＯＳ株

式会社）機能材カンパニー機能材事業企画部長

2021年４月 当社執行役員

 当社コーポレート管理本部経営企画部長

2024年４月 当社常執行役員（現任）

 当社コーポレート管理本部長（現任）

2024年６月 当社取締役（現任）
　

(注)２ 106

取締役 太内　義明 1960年11月１日生

1984年４月 共同石油株式会社（現ＥＮＥＯＳ株式会社）

入社

2016年４月 ＪＸホールディングス株式会社（現ＥＮＥＯ

Ｓホールディングス株式会社）執行役員

 同社財務ＩＲ部長

2018年６月 ＪＸＴＧホールディングス株式会社（現ＥＮ

ＥＯＳホールディングス株式会社）常務執行

役員

 同社財務ＩＲ部長

2019年６月 同社取締役

 同社常務執行役員（内部統制部・経理部・財

務ＩＲ部管掌）

2020年６月 ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社取締役

（監査等委員）

 ＪＸ金属株式会社監査役

2023年６月 ＪＸ金属株式会社取締役（現任）

 同社副社長執行役員（現任）

 同社社長補佐（特命担当）（現任）

2024年６月 当社取締役（現任）

2025年４月 ＪＸ金属株式会社物流部管掌（現任）
　 

(注)２ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（百株）

取締役

（監査等委員）
岡　香里 1977年11月４日生

2006年10月 弁護士登録

 ビンガム・マカッチェン・ムラセ外国法事務弁

護士事務所

 坂井・三村・相澤法律事務所（外国法共同事

業）入所

2010年11月 岩田合同法律事務所入所

2014年７月 米国Steptoe & Johnson LLP 出向

2016年３月 ＤＴ弁護士法人入所

2017年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）

2017年11月 ＤＴ弁護士法人パートナー

2023年７月 岡かおりFORTUNA法律事務所代表(現任)

2024年６月 株式会社雪国まいたけ（現ユキグニファクト

リー株式会社）取締役(監査等委員）(現任）

2025年５月 ナッシュ株式会社取締役（現任）
　

(注)３ －

取締役

（監査等委員）
中澤　謙二 1963年３月24日生

1985年４月 三菱石油株式会社（現ＥＮＥＯＳ株式会社）入

社

2009年４月 新日本石油株式会社（現ＥＮＥＯＳ株式会社）

総合企画部副部長

2011年７月 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社（現ＥＮＥＯ

Ｓ株式会社）総合企画部副部長

2016年１月 ＪＸエネルギー株式会社（現ＥＮＥＯＳ株式会

社）総合企画部（内閣府派遣）

2018年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
　

(注)４ 141

取締役

（監査等委員）
有野　一馬 1954年12月５日生

1978年４月 運輸省（現国土交通省）入省

1995年１月 同省運輸政策局観光部企画課国際業

務室長

1998年５月 内閣審議官（内閣内政審議室）

2000年６月 運輸省（現国土交通省）航空局飛行場部関西国

際空港課長

2001年１月 日本鉄道建設公団経理部長

2002年７月 国土交通省海事局海事産業課長

2005年８月 同省運輸審議会首席審理官

2006年７月 同省北陸信越運輸局長

2008年７月 財団法人地域伝統芸能活用センター理事長

2011年６月 一般社団法人全国旅行業協会専務理事

2021年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）

2022年６月 一般社団法人全日本ホテル連盟専務理事（現

任）
　

(注)３ 30
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（百株）

取締役

（監査等委員）
鳴瀧　英也 1958年９月22日生

1984年４月 三洋化成工業株式会社入社

2002年11月 同社二橋事業本部生活産業部長

2008年10月 同社安井事業本部副本部長

 同社生活産業部長

 同社医農薬産業部長

2009年２月 同社鳴瀧事業本部長

2010年４月 同社生活・繊維本部長

2010年６月 同社執行役員

2012年６月 同社取締役

 同社営業第一部門担当

2015年６月 同社常務執行役員

2016年６月 同社東京支社長

2017年４月 同社バイオ・メディカル事業本部長

2022年６月 同社顧問

 同社バイオ・メディカル事業本部アドバイザー

2024年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
　

(注)４ 6

 計  629

　（注）１．　取締役　太内義明、岡香里、中澤謙二、有野一馬及び鳴瀧英也は社外取締役であります。

　　　　２．　2024年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３．　2023年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．　2024年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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②　2025年６月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役(監査等委員である取締役を除

く。)４名選任の件」及び「監査等委員である取締役２名選任の件」を上程しており、当該決議が承認可決されま

すと、当社の役員の状況及びその任期は、以下のとおりとなる予定であります。

男性7名　女性1名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（百株）

代表取締役社長

社長執行役員
中村　正幸 1964年７月９日生

1987年４月 日本鉱業株式会社（現ＪＸ金属株式会社）入社

2009年４月 台湾日鉱金属股份有限公司董事

 同社副総経理、電材部門長

2010年10月 同社総経理

2014年４月 ＪＸ日鉱日石金属株式会社（現ＪＸ金属株式会

社）電材加工事業本部薄膜材料事業部ターゲッ

トユニット半導体担当ユニット長

2017年４月 ＪＸ金属株式会社電材加工事業本部薄膜材料事

業部副事業部長

2019年４月 同社執行役員

 同社薄膜材料事業部副事業部長

 同社薄膜材料事業部管理部長

2020年４月 同社技術本部審議役

 ＪＸ金属商事株式会社代表取締役社長

2022年４月 タツタ電線株式会社顧問

2022年６月 同社常務執行役員（営業部門・特命事項管掌）

2023年４月 同社常務執行役員（営業部門・新規事業推進

部・技術開発センター・特命事項管掌）

2024年４月 ＪＸ金属株式会社社長付

2024年６月 当社代表取締役社長（現任）

 当社社長執行役員（現任）
　

(注)２ 38

取締役

貨物輸送事業部長補佐
佐久間 成安 1963年８月１日生

1986年４月 当社入社

2011年10月 当社貨物輸送事業部

貨物営業部副部長

2014年４月 当社貨物事業本部潤滑油・化成品事業部潤滑

油・化成品営業部副部長

2016年８月 当社貨物事業本部潤滑油・化成品事業部潤滑

油・化成品営業部営業担当部長

2017年４月 当社執行役員

 当社潤滑油・化成品事業部潤滑油・化成品営業

部長

2018年４月 当社常務執行役員

 当社潤滑油・化成品事業部長

2018年６月 当社取締役（現任）

2020年４月 当社貨物輸送事業部長

2022年４月 当社貨物輸送事業部長補佐（現任）

2023年４月 株式会社丸運ロジスティクス関東代表取締役社

長（現任）
　

(注)２ 308
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（百株）

取締役

常務執行役員

コーポレート管理本部長

中澤　晃成 1966年２月18日生

1988年４月 共同石油株式会社（現ＥＮＥＯＳ株式会社）入

社

2003年10月 株式会社ジャパンエナジー（現ＥＮＥＯＳ株式

会社）石油化学品販売部参事

2010年７月 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社（現ＥＮＥＯ

Ｓ株式会社）化学品本部機能化学品2部蓄熱事

業グループマネージャー

2011年４月 同社化学品本部化学品総括部副部長

2014年４月 同社基礎化学品本部アロマ部副部長

2015年４月 同社機能化学品カンパニー カンパニー企画ユ

ニット長

2017年４月 ＪＸＴＧエネルギー株式会社（現ＥＮＥＯＳ株

式会社）機能材カンパニー機能材事業企画部長

2021年４月 当社執行役員

 当社コーポレート管理本部経営企画部長

2024年４月 当社常執行役員（現任）

 当社コーポレート管理本部長（現任）

2024年６月 当社取締役（現任）
　

(注)２ 106

取締役 太内　義明 1960年11月１日生

1984年４月 共同石油株式会社（現ＥＮＥＯＳ株式会社）

入社

2016年４月 ＪＸホールディングス株式会社（現ＥＮＥＯ

Ｓホールディングス株式会社）執行役員

 同社財務ＩＲ部長

2018年６月 ＪＸＴＧホールディングス株式会社（現ＥＮ

ＥＯＳホールディングス株式会社）常務執行

役員

 同社財務ＩＲ部長

2019年６月 同社取締役

 同社常務執行役員（内部統制部・経理部・財

務ＩＲ部管掌）

2020年６月 ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社取締役

（監査等委員）

 ＪＸ金属株式会社監査役

2023年６月 ＪＸ金属株式会社取締役（現任）

 同社副社長執行役員（現任）

 同社社長補佐（特命担当）（現任）

2024年６月 当社取締役（現任）

2025年４月 ＪＸ金属株式会社物流部管掌（現任）
　

(注)２ －

取締役

（監査等委員）
中澤　謙二 1963年３月24日生

1985年４月 三菱石油株式会社（現ＥＮＥＯＳ株式会社）入

社

2009年４月 新日本石油株式会社（現ＥＮＥＯＳ株式会社）

総合企画部副部長

2011年７月 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社（現ＥＮＥＯ

Ｓ株式会社）総合企画部副部長

2016年１月 ＪＸエネルギー株式会社（現ＥＮＥＯＳ株式会

社）総合企画部（内閣府派遣）

2018年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
　

(注)３ 141
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（百株）

取締役

（監査等委員）
鳴瀧　英也 1958年９月22日生

1984年４月 三洋化成工業株式会社入社

2002年11月 同社二橋事業本部生活産業部長

2008年10月 同社安井事業本部副本部長

 同社生活産業部長

 同社医農薬産業部長

2009年２月 同社鳴瀧事業本部長

2010年４月 同社生活・繊維本部長

2010年６月 同社執行役員

2012年６月 同社取締役

 同社営業第一部門担当

2015年６月 同社常務執行役員

2016年６月 同社東京支社長

2017年４月 同社バイオ・メディカル事業本部長

2022年６月 同社顧問

 同社バイオ・メディカル事業本部アドバイザー

2024年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
　

(注)３ 6

取締役

（監査等委員）
安原　貴彦 1963年４月16日生

1986年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀行）入

行

2014年４月 株式会社みずほフィナンシャルグループ執行役

員

同社国際業務部長

株式会社みずほ銀行執行役員

同行国際業務部長

2016年４月 株式会社みずほフィナンシャルグループ常務執

行役員

同社東アジア地域本部長

株式会社みずほ銀行常務執行役員

同行東アジア地域本部長

2019年４月 株式会社みずほ銀行取締役副頭取

同行営業統括役員

2020年４月 同行取締役副頭取

同行業務執行統括補佐

2021年４月 みずほ第一フィナンシャルテクノロジー株式会

社代表取締役社長

2025年３月 日本エマージェンシーアシスタンス株式会社社

外取締役（現任）

2025年４月 みずほ第一フィナンシャルテクノロジー株式会

社顧問（現任）

2025年５月 トリニティ・テクノロジー株式会社取締役（現

任）

2025年６月 当社取締役（監査等委員）（予定）
　

(注)４ －

取締役

（監査等委員）
平野　双葉 1973年３月５日生

1997年４月 京都地方裁判所判事補任官

1998年６月 弁護士登録

1998年６月 田辺総合法律事務所入所

2000年７月 通商産業省（現経済産業省）入省

同省経済産業政策局産業組織課課長補佐

2003年４月 外務省入省

同省アジア大洋州局地域政策課課長補佐

2005年３月 西村ときわ法律事務所（現西村あさひ法律事務

所）入所

2006年９月 ハントン・アンド・ウィリアムズ法律事務所

（米国ワシントンＤ.Ｃ.）出向

2007年６月 ニューヨーク州弁護士登録

2024年５月 色川法律事務所入所

2025年６月 当社取締役（監査等委員）（予定）
　

(注)４ －

 599

　（注）１．　取締役　太内義明、中澤謙二、鳴瀧英也、安原貴彦及び平野双葉は社外取締役であります。

　　　　２．　2025年６月25日開催予定の定時株主総会の終結の時から１年間

３．　2024年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．　2025年６月25日開催予定の定時株主総会の終結の時から２年間

 

EDINET提出書類

株式会社丸運(E04182)

有価証券報告書

 48/120



③　社外役員の状況

取締役会による経営の監督機能の実効性を確保するため、株主等のステークホルダーを考慮し、業務執行部門

からは独立の立場で活動することにより当社経営の透明性向上に資するとともに、当社の持続的な成長と中長期

的な企業価値の向上に寄与するよう役割・責務を果たすのが、社外取締役であります。当社では、取締役（監査

等委員である取締役を除く。）１名と監査等委員である取締役４名全員が社外取締役という監査・監督体制を

とっております。

社外取締役は、その高い見識と豊富な経験を基に、当社の経営に対して指導・助言を行うとともに、独立した

客観的な観点から、経営に対する監督を行う役割を担います。

 

イ．　2025年６月24日（有価証券報告書提出日）現在の社外取締役の選任理由は以下のとおりであります。

 

　社外取締役太内義明は、グローバルな非鉄金属企業及びエネルギー企業において内部統制、財務、企画、IRな

ど幅広い経験を有するとともに、その経営に携わるなど、経営課題への対処等にかかる豊富な知見を有しており

ます。

　これらのことから、当社グループの持続的な成長及び中長期的な企業価値向上に向け、適切な監督、助言をし

ていただくことを期待するため、同氏を社外取締役としました。

 

　社外取締役岡香里は、社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与したことはありませんが、弁護士

としてグローバル企業における危機管理・不正対応案件等に従事した経験と専門知識を有しており、社外取締役

として当社業務に対して的確な助言、提言を行っております。

　これらのことから、当社の中長期的な企業価値向上に向け、独立した立場から適切な監査、監督、助言をして

いただくこと、及び客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定について関与、監視等を

していただくことを期待するため、同氏を監査等委員である社外取締役としました。

　同氏と当社の間には顧問契約等の特別な利害関係はないことから、当社の事業等の意思決定に対して重大な影

響を与えるとはいえず、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立した社外取締役と判断し、独立役員に指

定いたしました。

 

　社外取締役中澤謙二は、社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与した経験はありませんが、監査

等委員会議長として監査等委員会の活発かつ効率的な議事運営を行うとともに、グローバルなエネルギー企業に

おいて企画部門を長年担当するなど、経営課題への対処等にかかる豊富な知見を有しており、社外取締役として

当社業務に対して的確な助言、提言を行っております。

　これらのことから、当社の中長期的な企業価値向上に向け、適切な監査、監督、助言をいただくこと、及び客

観的・中立的立場で当社の役員候補者や役員報酬等の決定について関与、監視等をいただくことを期待するた

め、同氏を監査等委員である社外取締役としました。

 

　社外取締役有野一馬は、社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与した経験はありませんが、長く

国土交通省（旧運輸省）に勤務し、北陸信越運輸局長等の要職を歴任した後、財団法人等の理事長等を務め、運

輸分野や組織運営に関して豊富な経験と知識を有しており、社外取締役として当社業務に対して的確な助言、提

言を行っております。

　これらのことから、当社の中長期的な企業価値向上に向け、独立した立場から適切な監査、監督、助言をして

いただくこと、及び客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定について関与、監視等を

していただくことを期待するため、同氏を監査等委員である社外取締役としました。

　同氏と当社との間には、特別な利害関係はないことから、当社の事業等の意思決定に対して重大な影響を与え

るとはいえず、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立した社外取締役と判断し、独立役員に指定いたし

ました。

 

　社外取締役鳴瀧英也は、化学業界における経営層としての豊富な経験と知識を有しております。当該知見を活

かして、監査等委員として、当社の中長期的な株主価値、企業価値を向上させるにあたり、独立した立場から経

営を監査、監督、助言をしていただくこと、及び客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の

決定について関与、監視等をしていただくことを期待するため、同氏を監査等委員である社外取締役としまし

た。

　同氏と当社との間には、特別な利害関係はないことから、当社の事業等の意思決定に対して重大な影響を与え

るとはいえず、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立した社外取締役と判断し、独立役員に指定いたし

ました。
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ロ．　2025年６月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役(監査等委員である取締役

を除く。)４名選任の件」及び「監査等委員である取締役２名選任の件」を上程しており、当該決議が承認可決

された場合の社外取締役及びその選任理由は以下のとおりとなります。

 

　社外取締役太内義明は、グローバルな非鉄金属企業及びエネルギー企業において内部統制、財務、企画、IRな

ど幅広い経験を有するとともに、その経営に携わるなど、経営課題への対処等にかかる豊富な知見を有しており

ます。

　これらのことから、当社グループの持続的な成長及び中長期的な企業価値向上に向け、適切な監督、助言をし

ていただくことを期待するため、同氏を社外取締役としました。

 

　社外取締役中澤謙二は、社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与した経験はありませんが、監査

等委員会議長として監査等委員会の活発かつ効率的な議事運営を行うとともに、グローバルなエネルギー企業に

おいて企画部門を長年担当するなど、経営課題への対処等にかかる豊富な知見を有しており、社外取締役として

当社業務に対して的確な助言、提言を行っております。

　これらのことから、当社の中長期的な企業価値向上に向け、適切な監査、監督、助言をいただくこと、及び客

観的・中立的立場で当社の役員候補者や役員報酬等の決定について関与、監視等をいただくことを期待するた

め、同氏を監査等委員である社外取締役としました。

 

　社外取締役鳴瀧英也は、化学業界における経営層としての豊富な経験と知識を有しております。当該知見を活

かして、監査等委員として、当社の中長期的な株主価値、企業価値を向上させるにあたり、独立した立場から経

営を監査、監督、助言をしていただくこと、及び客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の

決定について関与、監視等をしていただくことを期待するため、同氏を監査等委員である社外取締役としまし

た。

　同氏と当社との間には、特別な利害関係はないことから、当社の事業等の意思決定に対して重大な影響を与え

るとはいえず、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立した社外取締役と判断し、独立役員に指定いたし

ました。

 

　社外取締役安原貴彦は、金融業界における経営層としての豊富な経験と知識を有しております。当該知見を活

かして、監査等委員として、当社の中長期的な株主価値、企業価値を向上させるにあたり、独立した立場から経

営を監査、監督、助言をしていただくこと、及び客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の

決定について関与、監視等をしていただくことを期待するため、同氏を監査等委員である社外取締役候補者とし

ました。

　同氏は、当社の取引先である株式会社みずほ銀行の取締役副頭取等を歴任しておりますが、現在は同行の業務

執行に携わっておりません。当社の同行に対する借入金額は総資産の1％未満であり、多額の借入れを行ってい

るものではなく、同行は当社の事業等の意思決定に対して重大な影響を与えるとはいえず、一般株主と利益相反

が生じるおそれのない独立した社外取締役と判断し、独立役員に指定いたしました。

 

　社外取締役平野双葉は、直接会社経営に関与した経験はありませんが、弁護士として、資源エネルギー企業を

含む企業の法務に長年携わっており、裁判官・行政庁における経験や海外経験、企業のコンプライアンス、ガバ

ナンス、国内外の法務業務に関する専門的な知識・経験を有しております。当該知見を活かして、監査等委員と

して、当社の中長期的な株主価値、企業価値を向上させるにあたり、独立した立場から経営を監査、監督、助言

をしていただくこと、及び客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定について関与、監

視等をしていただくことを期待するため、同氏を監査等委員である社外取締役候補者としました。

　同氏と当社との間には、顧問契約等の特別な利害関係はないことから、当社の事業等の意思決定に対して重大

な影響を与えるとはいえず、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立した社外取締役と判断し、独立役員

に指定いたしました。
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　社外取締役と当社との間に資本的関係、取引関係はありません。また、社外取締役による当社株式の保有は

「役員の状況」の「所有株式数」欄に記載のとおりであります。

 

当社が選任する各独立社外取締役の知見に基づく助言と経営に対する監督が、取締役会の健全な経営判断に資

するとの考えのもと、以下の「社外取締役の独立性判断基準」を定めております。

[独立性の基準]

当社の「独立性」の基準は、法令に定めるものの他、次のいずれにも該当しないこととしています。

イ.10年前から現在までに丸運グループの取締役、使用人となったことがあること

ロ.５年前から現在までに丸運グループの主要な株主（10％以上）の取締役、使用人となったことがあるこ

と

ハ.５年前から現在までに丸運グループの主要な取引先（２％以上）の取締役、使用人となったことがあるこ

と

ニ.前記各号のいずれかに該当する者の２親等以内であること

ホ.当社の独立社外取締役を８年間務めたこと

 

④　社外取締役による監督・監査と内部監査・監査等委員会監査・会計監査との相互連携や内部統制部門との関係

監査等委員会と内部監査部門である監査室は、相互の連携を図るために、定期的な情報交換の場を設置し、監

査等委員会の監査方針及び計画並びに監査室の監査方針、計画、実施した監査結果に関する確認及び調整を行っ

ております。

監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、監査室に所属する兼務の使用人を３名配置しています。当該

スタッフの人事については、監査等委員会の同意を得るものとします。

監査等委員会は、当該スタッフに対して、監査等委員会に係る業務を直接指示するものとし、当該指示を受け

たスタッフは、監査等委員の指示に従い、業務を遂行します。

なお、監査室の監査については、取締役会及び内部統制会議を通じ、代表取締役社長に対して適宜報告がなさ

れております。

監査室監査、監査等委員会監査及び会計監査の相互連携につきましては、監査等委員会は、会計監査人から会

計監査について説明を受けるとともに、定期的に情報の交換を行うなどの連携を図ります。内部監査部門である

監査室は、監査等委員会と適宜情報交換を行うとともに、必要に応じ監査等委員の営業所及び子会社への往査の

際に同行することとしております。

監査室は関係部門の協力を得て、国内外の事業拠点及び関係会社を対象に定期的に監査を行い、内部統制の有

効性を評価し、リスク管理の強化、不正・誤謬の防止に努めております。監査室の監査結果は監査等委員会に報

告を行っているほか、監査等委員は監査室から日常的な情報提供を受けるなど、密接な連携を保っております。

監査室が実施した内部統制の有効性評価等について、監査室と会計監査人は相互に意見交換や情報の共有化を行

うことで適宜連携しております。

 

EDINET提出書類

株式会社丸運(E04182)

有価証券報告書

 51/120



（３）【監査の状況】

①　監査等委員監査の状況

　イ．組織及び人員

　当社の監査等委員会は、３名の独立社外取締役と１名の社外取締役の計４名の委員で構成されており、独立し

た観点から法令、定款、監査等委員会規則及び監査等委員会要綱の定めるところに従い、業務執行取締役の職務

執行につき監査・監督を行っております。

　各監査等委員の当事業年度に開催した監査委員会及び取締役会への出席率は、次のとおりです。

　なお、監査等委員（独立社外取締役）服部裕氏は2024年6月26日の総会をもって退任し、同日付で鳴瀧英也氏

が監査等委員（独立社外取締役）に就任しております。

役職名 氏　名
当事業年度出席率

監査等委員会 取締役会

監査等委員
服部　　裕 100％（4/4） 100％（4/4）

（独立社外取締役）

監査等委員
岡　　香里 100％（15/15） 100％（15/15）

（独立社外取締役）

監査等委員長
中澤　謙二 100％（15/15） 100％（15/15）

（社外取締役）

監査等委員
有野　一馬 100％（15/15） 100％（15/15）

（独立社外取締役）

監査等委員
鳴瀧　英也 100％（11/11） 100％（11/11）

（独立社外取締役）

　また、監査等委員会の下に監査等委員会事務局を設置し、監査室長を事務局長として、同じく監査室員2名

（管理職1名、担当者1名）をスタッフとして配置し、委員会職務の遂行をサポートしております。

　なお当社は、2025年６月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「監査等委員である取締役

２名選任の件」を上程しており、当該決議が承認可決されますと、監査等委員会は引き続き４名の委員（３名の

独立社外取締役と１名の社外取締役）で構成されることになります。

 

　ロ．監査等委員及び監査等委員会活動状況

　監査等委員会は、取締役会開催に先立ち同日に開催することを基本としておりますが、必要に応じて適宜追加

で開催します。当事業年度期間では、合計で15回開催し、主に次のような内容の協議及び決議がなされました。

議案 概要

年間の監査等計画及び

活動計画策定

監査等計画の策定に際し、株主からの負託を受けた独立の機関として、法令、定

款、監査等委員会規則及び監査等委員会要綱に定めるところに従い、業務執行取

締役の職務執行を監査・監督することに重点を置いております。そのうえで、事

業活動を取り巻く外部環境の変化を踏まえたリスク要因やＥＳＧ経営の視点に基

づき、監査等計画を策定しております。

会計監査人に関する評

価

評価に際し、会計監査人による四半期レビュー説明時の意見聴取に加え、監査等

委員会で制定している独自の「評価表」に基づき、監査にかかる基本的な姿勢・

監査チーム体制・不正リスク対応・当社KAMへの対応状況等を評価しております。

常勤監査等委員による

監査活動状況報告

独立社外取締役に対して、常勤監査等委員の主要活動状況（経営会議、予算編成

会議等への出席、拠点往査等）に係る報告ならびに情報共有を行っております。

重要案件にかかる意見

交換

主に取締役会に先立ち開催される監査等委員会の場で、取締役会に付議される重

要な議題に係る意見交換を行っております。

内部通報制度の運用状

況確認

ハラスメント等に関する内部通報制度の運用状況につき取締役会に先立ち報告を

受け、内容および傾向把握のうえ、対応方法等のアドバイスを行っております。

監査上の主要な検討事

項（KAM）に関する会

計監査人との意見交換

当社事業が内在する潜在的なリスク要因につき、会計監査人と活発な意見交換を

行っております。

監査等委員候補者選任

への同意

任期満了となる監査等委員の再任も含めた後任候補者の選定に際し、適性評価を

実施のうえ同意形成を行っております。

業務執行取締役選任議

案への意見形成

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者の適性評価を実施のうえ、選

任議案への意見形成を行っております。
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　ハ．監査等委員の主な活動

　監査等委員の主な活動内容は、常勤監査等委員、独立社外取締役別に以下のとおりで、それぞれの主な活動に

○印を付しております。

活動内容
常勤

監査等委員
独立社外

取締役会への出席 〇 〇

経営会議への出席 〇  

重要会議への出席

（グループサミット会、ＥＳＧ推進会議、内部統制会議）
〇 〇

社内取締役との個別面談・意見交換 〇 〇

執行役員との個別面談・意見交換 〇 〇

コーポレート部門（総務・経営企画）等との意見交換 〇 〇

子会社監査役からの監査報告・意見交換 〇  

内部統制体制の整備・運用状況調査

（重要な決裁書類、各種会議の議事録等の確認）
〇  

内部監査、内部統制評価（J-SOX）実施状況個別ヒアリング 〇  

内部通報制度の運用状況確認 〇 〇

事業拠点・国内外子会社調査（監査室随行） 〇 〇

会計監査人による監査・レビュー状況に関するコミュニケーション

（四半期レビュー等）
〇 〇

事業報告・計算書類監査 〇 〇

 

②　内部監査の状況

　イ．組織、人員及び手続き

　当社の内部監査部門である監査室は代表取締役社長直轄の組織であり、４名の専任体制で国内外の事業拠点及

び子会社を対象に、内部監査規則に則り、コンプライアンスや内部統制、業務上の課題等重点項目を設定のうえ

年度監査計画を作成し、取締役会の承認を得て、定期的に監査を行い、内部統制の有効性確保、リスク管理の強

化、不正・誤謬の防止に努めております。また、監査室員が監査役の立場で各子会社の取締役会へ出席し業務執

行状況を確認のうえ、子会社監査役監査をおこなうことで内部統制の強化を図っております。

　監査室の監査結果は、代表取締役社長の承認を得たうえで、四半期毎に経営会議及び取締役会で報告され、ま

た、当社グループ企業を対象として内部統制室が主催し半期毎に開催される内部統制会議においても報告をおこ

ない、当社グループ内での情報共有を図っております。

　そして、内部監査での指摘事項については、該当拠点等の主管部を経由のうえ是正方針を提出させ、監査室に

て対応状況の継続的な確認を行っております。

　また、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の整備と運用状況を監査室が評価のうえ監査法人の監

査を受け、年度の評価結果を代表取締役社長へ報告のうえ、経営会議、取締役会及び内部統制会議で報告を行っ

ております。

取締役会での報告内容 時期 概要

内部監査実施状況報告 2024年６月26日

2024年８月７日

2024年９月25日

 2024年12月25日

 2025年３月26日

年度及び各四半期の監査結果・活動

内容の共有、意見交換等

財務報告に係る内部統制評価状況の報告  2025年６月23日 年度の財務報告に係る内部統制の評

価状況を報告

 

 

　ロ．内部監査、監査等委員会及び会計監査の相互連携

　　a.内部監査と監査等委員会の連携状況

　監査室は監査等委員会事務局として監査等委員会に毎回出席し、内部監査実施状況等につき適宜意見交換を

行っております。また、常勤監査等委員との間で日常的に情報交換を行い、子会社監査役監査結果を定期的に

報告する等、監査等委員会と密接な連携を築いております。
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　　b.内部監査と会計監査との連携状況

　監査室は、監査室が実施した財務報告に係る内部統制評価について会計監査人と相互に意見交換や情報の共

有化を行い、また会計監査人が監査等委員に対して報告する四半期レビューに出席し意見交換を行い、監査室

と会計監査人の連携の実効性を高めております。

　　c.監査等委員会と会計監査との連携状況

　監査等委員会は、取締役会へ出席し経理部及び事業部から月次決算報告を受け、そのうえで、四半期毎に経

理部と監査室同席のもと会計監査人から四半期レビュー報告を受け、意見交換を行っております。

　会計監査人の監査計画・重点監査項目については、監査室と経理部同席のもと、会計監査人からの説明を受

け、意見交換をおこないます。また、監査上の主要な検討事項（KAM）については、KAMの内容、選定理由及び

監査上の対応につき説明を受け、活発な意見交換を行っております。

 

③　会計監査の状況

イ．監査法人の名称

清陽監査法人

 

ロ．継続監査期間

14年間

 

ハ．業務を執行した公認会計士

鈴木　智喜氏

中山　直人氏

 

ニ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士８名、会計士試験合格者１名及びその他２名です。会計監査人である監査法人及び各業務執行社

員と当社の間には、特別の利害関係はなく、また、監査法人は、当社監査に従事する業務執行社員について、

当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっております。

 

ホ．監査法人の選定方針と理由

当社は、会計監査人の選任にあたっては、独立性及び専門性の有無、監査実施体制、上場会社監査実績及び報

酬の水準を精査して総合的に判断しており、清陽監査法人について検討した結果、これらの基準・条件を充足す

ると認められると判断したため選任しております。

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、速やかにこれを解任する必要

があると認められる場合は、全監査等委員の同意を得て会計監査人を解任するほか、会計監査人の適格性、信頼

性を損ねる事由の発生により適切な会計監査の遂行に支障が生じると認められる場合等、必要があると判断した

場合には、会社法第399条の２第３項第２号に基づき、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関す

る議案の内容を決定し、取締役会は、当該決定に基づき当該議案を株主総会に提出します。

 

ヘ．監査等委員会による監査法人の評価

監査等委員会は、独自に策定する「会計監査人評価表」上の評価項目に基づき、会計監査人を総合的に評価

し、選任について判断しております。

 

④　監査報酬の内容等

イ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 32 － 32 －

連結子会社 － － － －

計 32 － 32 －

当社における非監査業務はありません。
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ロ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（イ．を除く）

該当事項はありません。

 

ハ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ニ．監査報酬の決定方法

該当事項に関する方針を定めてはおりません。

 

ホ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、会計監査人による前事業年度の監査実績等を分析・評価するとともに、当事業年度の監査計

画における監査日数・配員体制及び当社の規模等を検討した結果としてその報酬見積額は相当であると判断し、

会社法第399条第１項の同意を行っております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は、2021年３月24日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本項目に

おいて取締役という。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定さ

れた報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、独立社外取締役が過半数を占める監

査等委員会との協議における内容を踏まえたものであることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると

判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

　イ．基本方針

　当社の取締役の報酬は、業績の反映及び株主と価値を共有する観点から、業務執行を担当する取締役につ

いては、基本報酬及び業績連動報酬で構成されるものとし、業務執行を担当しない取締役については、基本

報酬のみとします。

　ロ．基本報酬の個人別の報酬等の額又は算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関

する方針を含む）

　基本報酬は、取締役の役職、職責等に応じて定める月例の固定報酬であり、業績、社会情勢等を勘案し

て、必要に応じて見直しを図るものとします。

　ハ．業績連動報酬に係る業績指標の内容及び業績連動報酬の額の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える

時期又は条件の決定に関する方針を含む）

　業績連動報酬は、経営層の業績向上へ向けての意欲を一層高めるために、毎年、事業年度終了後の一定の

時期に、業務執行を担当する取締役に対して支給する全額現金の変動報酬であり、会社業績（当該年度の連

結経常利益）及び個人別業績評価に基づき決定されます。

　ニ．基本報酬の額及び業績連動報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　業務執行を担当する取締役の種類別の報酬の割合については、役職、職責等を踏まえて決定します。な

お、報酬の種類ごとの比率の目安は概ね基本報酬80％、業績連動報酬20％とします。

　ホ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法

　取締役会は、上記各方針に沿った「取締役報酬支給規定（内規）」及び「業績連動報酬支給規定（内

規）」を、取締役会の決議により定めます。

　取締役の個人別の基本報酬は、「取締役報酬支給規定（内規）」に基づき、独立社外取締役が過半数を占

める監査等委員会と協議の上で、取締役会の決議により決定します。

　取締役の個人別の業績連動報酬は、「取締役報酬支給規定（内規）」及び「業績連動報酬支給規定（内

規）」に基づき、独立社外取締役が過半数を占める監査等委員会と協議の上で、取締役会の決議により取締

役の個人別の業績連動報酬の決定を再一任された取締役社長が決定します。

 

　当社は、取締役（業務執行を担当しない取締役、社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）に対して

業績向上に向けての意欲を一層高めるため、業績連動報酬を導入しております。業績指標は連結経常利益を選定

しており、当該指標を選定した理由は、連結経常利益は、経営活動全般の利益を表し、定量的な指標として適当

であること、及び当社グループにおける基本的かつ重要な業績指標であるためであります。業績連動報酬の支給

額は基本報酬月額に役職、職責等に応じた基準月数を乗じ、当該年度の連結経常利益に応じて算出した支給率を

乗じて個人別の業績連動報酬の額とし、さらに個人別の業績評価に応じた評価率を乗じて算定しております。支

給率は当該年度の連結経常利益を連結経常利益基準額（当該年度期首に公表した連結経常利益額）で除した率で

あります。当事業年度において連結経常利益は14億１百万円であり、連結経常利益基準額は９億40百万円であり

ます。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2016年６月27日開催の第114期定時株主総会に

おいて、年額２億40百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点における取締役（監査等委員

である取締役を除く。）の員数は５名（うち社外取締役０名）であります。

　監査等委員である取締役の報酬限度額は、2017年６月27日開催の第115期定時株主総会において、年額50百万

円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点における監査等委員である取締役の員数は４名（うち

社外取締役４名）であります。

　取締役会は、取締役社長中村正幸に対し、業務執行を担当する取締役の個人別の業績連動報酬の決定を委任し

ております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各業務執行を担当する取締役の業績の評価を行

うには、取締役社長が適任と判断したためであります。なお、取締役社長は、独立社外取締役が過半数を占める

監査等委員会と協議の上で、これを決定しております。
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②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円） 対象となる

役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬

取締役

（社外取締役を除く。）
55 42 12 5

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く。）
－ － － －

社外役員 42 42 － 5

（注）１．「対象となる役員の員数」には無報酬の社外取締役２名を除いております。

２．当社は、2009年６月25日開催の第107期定時株主総会の終結の時をもって取締役及び監査役の役員退

職慰労金制度を廃止しております。

３．役員ごとの報酬等の総額につきましては、１億円以上を支給している役員はおりませんので記載を省

略しております。

４．「対象となる役員の員数」は延べ員数で表示しております。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式については専らキャピタル・ゲインまたは配当の受領によって利益を得ることを目的として保

有する株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式（政策保有株

式）に区分しております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

当社は、事業活動による中長期的な企業価値向上を目的として取引先等の株式を取得・保有しております。保有

する政策保有株式については、毎年、取締役会において、個別銘柄ごとに、上記目的に適合しているか、株式保有

先企業との取引状況などを総合的に考慮して検証し、その結果、保有の合理性が認められなくなったと判断される

銘柄については、売却を検討いたします。

 

ロ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 9 75

非上場株式以外の株式 12 2,461

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 3 取引先持株会を通じた株式の取得

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 2 306

 

ハ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

ENEOSホールディン

グス㈱

1,664,000 －

（保有目的）エネルギー輸送事業部を中心

に同社が取り扱う石油製品の輸送業務を請

け負っており、取引を円滑に進めるために

保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

なお、当事業年度において当社のその他の

関係会社に該当しないこととなったため、

関係会社株式として区分していた同社株式

を保有目的が純投資目的以外の目的である

投資株式として区分しております。

無（注２）

1,301 －
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

日油㈱

150,000 50,000
（保有目的）当社の貨物輸送事業部を中心

に同社が取り扱う食品加工油脂の輸送業務

を請け負っており、取引を円滑に進めるた

めに保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

無

303 312

㈱三井住友フィナン

シャルグループ

66,600 22,200 （保有目的）主要金融機関として、安定的

で円滑な金融取引を行い事業基盤の安定化

を図るため保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

無（注２）

252 197

東邦チタニウム㈱

160,000 160,000
（保有目的）当社の貨物輸送事業部を中心

に同社が取り扱う非鉄金属製品の輸送・保

管業務を請け負っており、取引を円滑に進

めるために保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

無

179 249

センコーグループ

ホールディングス㈱

101,270 101,270
（保有目的）当社の貨物輸送事業部を中心

に通運業務を中心とした取引を行ってお

り、事業上の協力関係の維持・強化のため

保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

有

152 116

住友電気工業㈱

44,924 43,692

（保有目的）当社の貨物輸送事業部を中心

に同社が取り扱う非鉄金属製品の輸送・保

管業務を請け負っており、取引を円滑に進

めるために保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

（株式数が増加した理由）取引先持株会を

通じた株式の取得

無

110 102

㈱みずほフィナン

シャルグループ

18,400 18,400
（保有目的）主要金融機関として、安定的

で円滑な金融取引を行い事業基盤の安定化

を図るため保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

無（注２）

74 56

丸尾カルシウム㈱

20,000 20,000

（保有目的）当社の貨物輸送事業部を中心

に同社が取り扱うカルシウムの輸送・保管

業務を請け負っており、取引を円滑に進め

るために保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

有

26 29

㈱神戸製鋼所

15,400 15,400

（保有目的）当社の貨物輸送事業部及び海

外物流事業部を中心に同社が取り扱う非鉄

金属製品の輸送・保管業務を請け負ってお

り、取引を円滑に進めるために保有してお

ります。

（定量的な保有効果）（注１）

無

26 31
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

京極運輸商事㈱

17,560 17,560
（保有目的）当社の貨物輸送事業部を中心

に同社が取り扱う油脂の保管業務を請け

負っており、取引を円滑に進めるために保

有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

有

20 11

三井住友トラスト

ホールディングス㈱

3,400 3,400
（保有目的）主要金融機関として、安定的

で円滑な金融取引を行い事業基盤の安定化

を図るため保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

無（注２）

12 11

神鋼商事㈱

100 100

（保有目的）当社の貨物輸送事業部及び海

外物流事業部を中心に同社が取り扱う非鉄

金属製品の輸送・保管業務を請け負ってお

り、取引を円滑に進めるために保有してお

ります。

（定量的な保有効果）（注１）

無

0 0

タツタ電線㈱

－ 389,000

（定量的な保有効果）（注１） 無

－ 276

㈱ロジネットジャパ

ン

－ 900

（定量的な保有効果）（注１） 無（注２）

－ 2

（注）１.特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難ですが、毎期、取締役会等において、銘柄ごとに保
有目的、含み損益、配当利回り、前年度における取引高等を評価基準として、保有継続の合理性等を検証
しております。当事業年度においては２銘柄の売却を実施しました。

　　　２.保有先企業は当社株式を保有しておりませんが、同社子会社は当社株式を保有しております。
　　　３.「－」は、当該銘柄を保有していないことを示しております。
　　　４.日油㈱は、2024年４月１日付で、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っており、当事業年度の

株式数は分割後の株式数を記載しております。
　　　５.㈱三井住友フィナンシャルグループは、2024年10月１日付で、普通株式１株につき３株の割合で株式分割

を行っており、当事業年度の株式数は分割後の株式数を記載しております。
 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

④　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 

⑤　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更

　　したもの

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】
 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2024年４月１日から2025年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）の財務諸表について、清陽監査法人

による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、セミナーへの参加、機関紙の購読等情報収集を行っております。また、印刷会社等の主

催するセミナーに適宜参加し、社内での情報共有化を図っております。
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１【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,974 2,335

受取手形 ※６ 179 96

電子記録債権 ※６ 325 357

営業未収入金及び契約資産 ※１ 5,391 ※１ 5,270

棚卸資産 ※２ 53 ※２ 62

その他 992 1,106

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 8,916 9,227

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※３ 17,720 ※３ 17,960

減価償却累計額 △13,411 △13,811

建物及び構築物（純額） 4,309 4,148

機械装置及び運搬具 ※３ 15,541 ※３ 16,374

減価償却累計額 △13,354 △13,830

機械装置及び運搬具（純額） 2,187 2,544

土地 ※３,※４ 16,853 ※３,※４ 16,840

その他 1,662 1,679

減価償却累計額 △1,323 △1,334

その他（純額） 338 344

有形固定資産合計 23,689 23,878

無形固定資産   

ソフトウエア 762 397

その他 88 89

無形固定資産合計 851 487

投資その他の資産   

投資有価証券 2,742 2,639

繰延税金資産 78 102

その他 730 641

貸倒引当金 △122 △72

投資その他の資産合計 3,428 3,311

固定資産合計 27,969 27,677

資産合計 36,886 36,905
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 2,503 2,490

短期借入金 ※３ 1,000 ※３ 250

未払法人税等 201 509

賞与引当金 651 716

その他 ※５ 2,594 ※５ 2,542

流動負債合計 6,951 6,509

固定負債   

長期借入金 ※３ 370 ※３ 120

再評価に係る繰延税金負債 ※４ 1,886 ※４ 1,942

退職給付に係る負債 2,169 2,222

資産除去債務 45 19

その他 458 398

固定負債合計 4,929 4,702

負債合計 11,881 11,211

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,559 3,559

資本剰余金 3,067 3,067

利益剰余金 13,891 14,718

自己株式 △22 △22

株主資本合計 20,495 21,323

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,226 1,142

土地再評価差額金 ※４ 2,901 ※４ 2,846

為替換算調整勘定 139 120

退職給付に係る調整累計額 △30 △16

その他の包括利益累計額合計 4,237 4,092

非支配株主持分 271 278

純資産合計 25,004 25,694

負債純資産合計 36,886 36,905
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業収益 ※１ 44,992 ※１ 46,145

営業原価 41,390 41,666

営業総利益 3,602 4,479

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,872 1,872

賞与引当金繰入額 146 173

退職給付費用 42 39

減価償却費 58 60

その他 972 1,066

販売費及び一般管理費合計 3,093 3,212

営業利益 509 1,266

営業外収益   

受取利息 7 6

受取配当金 70 74

受取助成金 34 23

燃料価格高騰支援給付金 19 11

スクラップ売却益 8 6

受取補償金 48 －

その他 44 34

営業外収益合計 233 156

営業外費用   

支払利息 12 8

為替差損 0 0

固定資産圧縮損 17 5

障がい者雇用納付金 2 4

その他 4 3

営業外費用合計 37 21

経常利益 704 1,401

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 60 ※２ 46

投資有価証券売却益 63 250

訴訟損失引当金戻入額 20 －

その他 － 2

特別利益合計 144 300

特別損失   

固定資産売廃却損 ※３ 25 ※３ 4

減損損失 ※４ 6 ※４ 13

訴訟関連損失 1 －

特別退職金 4 14

災害による損失 28 －

その他 0 0

特別損失合計 67 33

税金等調整前当期純利益 781 1,668

法人税、住民税及び事業税 286 597

法人税等調整額 55 △59

法人税等合計 342 538

当期純利益 439 1,130

非支配株主に帰属する当期純利益 23 13

親会社株主に帰属する当期純利益 416 1,116
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当期純利益 439 1,130

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 322 △84

土地再評価差額金 － △55

為替換算調整勘定 71 △19

退職給付に係る調整額 9 14

その他の包括利益合計 ※ 403 ※ △144

包括利益 843 985

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 816 971

非支配株主に係る包括利益 26 13
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,559 3,087 13,705 △22 20,329

当期変動額      

剰余金の配当   △231  △231

親会社株主に帰属する当期純
利益   416  416

自己株式の取得    △0 △0

非支配株主との取引に係る親
会社の持分変動  △19   △19

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － △19 185 △0 165

当期末残高 3,559 3,067 13,891 △22 20,495

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

為替換算調整勘
定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 904 2,901 71 △40 3,836 313 24,479

当期変動額        

剰余金の配当       △231

親会社株主に帰属する当期純
利益       416

自己株式の取得       △0

非支配株主との取引に係る親
会社の持分変動       △19

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

322 － 67 9 400 △41 359

当期変動額合計 322 － 67 9 400 △41 525

当期末残高 1,226 2,901 139 △30 4,237 271 25,004
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当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,559 3,067 13,891 △22 20,495

当期変動額      

剰余金の配当   △288  △288

親会社株主に帰属する当期純
利益   1,116  1,116

自己株式の取得    △0 △0

非支配株主との取引に係る親
会社の持分変動     －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 827 △0 827

当期末残高 3,559 3,067 14,718 △22 21,323

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

為替換算調整勘
定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 1,226 2,901 139 △30 4,237 271 25,004

当期変動額        

剰余金の配当       △288

親会社株主に帰属する当期純
利益       1,116

自己株式の取得       △0

非支配株主との取引に係る親
会社の持分変動       －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△84 △55 △19 14 △144 6 △137

当期変動額合計 △84 △55 △19 14 △144 6 689

当期末残高 1,142 2,846 120 △16 4,092 278 25,694
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 781 1,668

減価償却費 2,144 2,040

減損損失 6 13

賞与引当金の増減額（△は減少） △13 65

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） △56 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △0 60

訴訟関連損失 1 －

災害による損失 28 －

その他の引当金の増減額（△は減少） △1 △50

固定資産売廃却損 25 4

固定資産売却益 △60 △46

投資有価証券売却損益（△は益） △63 △250

受取利息配当金 △78 △81

支払利息 12 8

売上債権の増減額（△は増加） 370 166

仕入債務の増減額（△は減少） △271 △10

その他 △163 △256

小計 2,660 3,330

利息及び配当金の受取額 78 81

利息の支払額 △12 △8

法人税等の支払額 △182 △204

法人税等の還付額 45 54

訴訟関連損失の支払額 △1 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,587 3,253

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △16 △160

定期預金の払戻による収入 178 16

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,602 △1,909

有形及び無形固定資産の売却による収入 71 51

投資有価証券の取得による支出 △3 △4

投資有価証券の売却による収入 109 306

非連結子会社株式の取得による支出 － △48

貸付けによる支出 △2 △17

貸付金の回収による収入 5 7

その他の投資資産の取得による支出 △18 △6

その他の投資資産の売却による収入 11 62

その他の支出 △6 △26

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,273 △1,728
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △300 △300

長期借入金の返済による支出 △844 △700

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △230 △287

非支配株主への配当金の支払額 △4 △7

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△82 －

その他の支出 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,462 △1,296

現金及び現金同等物に係る換算差額 50 △11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △98 216

現金及び現金同等物の期首残高 2,056 1,957

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,957 ※ 2,174
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数 19社

　主要な連結子会社の名称

　主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況　４ 関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

　また、丸運物流（常州）有限公司については、2024年９月24日付で丸運物流（天津）有限公司を存続会社、

　丸運物流（常州）有限公司を消滅会社とする吸収合併を行ったため、連結の範囲から除いております。

 

(2）非連結子会社の数 １社

　非連結子会社の名称

　　㈲中村運輸機工

(連結の範囲から除いた理由)

　小規模であり、総資産、営業収益、当期純損益及び利益剰余金等は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼさな

いため、連結の範囲から除外しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用している非連結子会社はありません。

 

(2）持分法を適用していない非連結子会社（㈲中村運輸機工）は、当期純損益及び利益剰余金等は、連結財務諸表

　　に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、丸運国際貨運代理（上海）有限公司及び丸運物流（天津）有限公司の決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成にあたっては、これらの会社については、連結決算日で本決算に準じた仮決算を

行った財務諸表を基礎として連結決算を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日

と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しており

ます。

市場価格のない株式等

総平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブ

　時価法を採用しております。

ハ　棚卸資産

　主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法

により算定）を採用しております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

ハ　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

　当社及び連結子会社の従業員等に対して支給する賞与にあてるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を

計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

イ　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

ロ　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

ハ　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループの主要な事業である運送事業と保管事業の主な履行義務の内容、収益を認識する通常の時点は以

下のとおりであります。

　運送事業は、主に当社グループの営業所における国内トラック運送となります。トラック運送では、取引先の

荷物を積地から着地に運送する履行義務を負っております。これらの収益は、着地への到着時点で履行義務が充

足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

　保管事業は、主に当社グループの営業所における倉庫での保管及び保管物の入出庫となります。倉庫での保管

では、取引先の利用期間中に荷物を保管する履行義務を負っており、保管物の入出庫では、顧客の指示により保

管物を入出庫する義務を負っております。これらの収益は、利用に応じて履行義務が充足されると判断し、サー

ビスを提供した時点で収益を認識しております。

 

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

繰延税金資産の回収可能性

(1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

繰延税金資産

(繰延税金負債相殺前)
1,052 1,113

 

(2）会計上の見積りの内容について連結財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

　当社グループはグループ通算制度を適用しており、繰延税金資産の認識は、主にグループ通算制度適用会社の

将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もっております。当該見積りは、将来の不確

実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、予測不能な事態により実際に発生した課税所得の時

期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結財務諸表において、繰延税金資産の金額に重要な影

響を与える可能性があります。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

　会）　等

 

(1）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全て

のリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえ

た検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の

全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、

IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公

表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナ

ンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係

る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2）適用予定日

　2028年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社丸運(E04182)

有価証券報告書

 72/120



（連結貸借対照表関係）

※１　営業未収入金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額及び契約資産は、それぞれ以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

営業未収入金 5,371百万円 5,243百万円

契約資産 20 26

計 5,391 5,270

 

※２　棚卸資産

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

商品及び製品 2百万円 6百万円

原材料及び貯蔵品 51 56

計 53 62

 

※３　担保資産及び担保付債務

　(1)　次の有形固定資産は道路交通事業財団を組成し借入金の担保に供しております。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

建物及び構築物 214百万円 169百万円

機械装置及び運搬具 0 0

土地 7,292 7,292

計 7,507 7,462

 

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

短期及び長期借入金 1,130百万円 350百万円

 

　(2)　次の有形固定資産は株式会社商工組合中央金庫に対する借入金の担保に供しております。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

建物及び構築物 190百万円 175百万円

土地 748 644

計 939 819

 

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

短期及び長期借入金 100百万円 －百万円
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※４　土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該

評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号の定め

により算定する方法を採用しております。

・再評価を行った年月日…2000年３月31日

 

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△69百万円 481百万円

 

※５　その他のうち、契約負債の金額は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

契約負債 23百万円 11百万円

 

※６　期末日満期手形等

　期末日満期手形の会計処理については、前連結会計年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。期末日満期手形等の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

受取手形 2百万円 －百万円

電子記録債権 22 －
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（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　営業収益については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契

約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（セグメント情報等）３．報告セグメントごとの営業収益、利益

又は損失、その他の項目の金額に関する情報並びに収益の分解情報」に記載しております。

 

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

建物及び構築物 0百万円 建物及び構築物 －百万円

機械装置及び運搬具 59 機械装置及び運搬具 46

その他 1 その他 0

計 60 計 46

 

 

※３　固定資産売廃却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

建物及び構築物 24百万円 建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 0 機械装置及び運搬具 2

その他 0 その他 0

計 25 計 4

 

 

※４　減損損失

　当社グループは、原則として、事業区分をもとに他の資産グループから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す

最小の単位でグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　前連結会計年度において、東京都千代田区の事務所については、建物を解体することになったため、６百万円(建物６

百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。

　当連結会計年度において、事業の用に供していない青森県八戸市の遊休地に係る資産（土地）について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額13百万円（土地13百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。な

お、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により算定しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 528百万円 150百万円

組替調整額 △63 △250

法人税等及び税効果調整前 464 △100

法人税等及び税効果額 △142 15

その他有価証券評価差額金 322 △84

土地再評価差額金：   

当期発生額 － －

法人税等及び税効果調整前 － －

法人税等及び税効果額 － △55

土地再評価差額金 － △55

為替換算調整勘定：   

当期発生額 71 △19

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △14 △1

組替調整額 28 22

法人税等及び税効果調整前 14 20

法人税等及び税効果額 △4 △6

退職給付に係る調整額 9 14

その他の包括利益合計 403 △144
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 28,965,449 － － 28,965,449

合計 28,965,449 － － 28,965,449

自己株式     

普通株式（注） 79,695 383 － 80,078

合計 79,695 383 － 80,078

　　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2023年５月19日

取締役会
普通株式 115 4.0 2023年３月31日 2023年６月６日

2023年11月８日

取締役会
普通株式 115 4.0 2023年９月30日 2023年12月４日

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2024年５月17日

取締役会
普通株式 144 利益剰余金 5.0 2024年３月31日 2024年６月10日
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当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 28,965,449 － － 28,965,449

合計 28,965,449 － － 28,965,449

自己株式     

普通株式（注） 80,078 527 － 80,605

合計 80,078 527 － 80,605

　　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2024年５月17日

取締役会
普通株式 144 5.0 2024年３月31日 2024年６月10日

2024年11月８日

取締役会
普通株式 144 5.0 2024年９月30日 2024年12月９日

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2025年５月20日

取締役会
普通株式 404 利益剰余金 14.0 2025年３月31日 2025年６月９日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

当連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

現金及び預金勘定 1,974百万円 2,335百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △16 △160 

現金及び現金同等物 1,957 2,174 
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用についてはリスクの少ない金融商品で行うこととしております。また、資金調達に

ついては、その目的、金額等を勘案し、銀行借入金等最善の方法により行う方針です。

　デリバティブ取引については、外貨建金銭債務の為替変動リスクを回避するためや、借入金に係る支払金利の

変動リスクを回避するために行う場合はありますが、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形、電子記録債権並びに営業未収入金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されてい

ますが、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うこととしております。また、外貨建ての金銭債権は、為替の

変動リスクに晒されていますが、一部為替予約を利用してヘッジする場合があります。

　投資有価証券は、主に株式であり市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業

の株式であり、定期的に時価を把握することとしております。

　営業債務である営業未払金は、１年以内の支払期日です。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達

です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、この変動に対するリスクヘッジを目的とし

て、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用する場合があります。ヘッジの有効性の評価方法について

は、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を四半期ごとに比較し

て、ヘッジの有効性を評価しております。

　デリバティブ取引は、将来の為替レートの変動リスクを回避するため、外貨建営業債権に対して為替予約取引

を利用する場合があります。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、有効性の評

価を省略しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規定に従って行っており、また、デリバ

ティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っておりま

す。

　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、資金繰り計画を作成するなどの

方法により管理しております。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

前連結会計年度（2024年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

投資有価証券（*3） 2,664 2,664 －

　資産計 2,664 2,664 －

長期借入金（*4） 1,070 1,066 △3

　負債計 1,070 1,066 △3

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

投資有価証券（*3） 2,513 2,513 －

　資産計 2,513 2,513 －

長期借入金（*5） 370 367 △2

　負債計 370 367 △2

 （*1）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

するものであることから、記載を省略しております。

 （*2）「受取手形」、「電子記録債権」、「営業未収入金及び契約資産」、「営業未払金」並びに「短期借入金」

は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

 （*3）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上

額は以下のとおりであります。

区分 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 77 126

 （*4）前連結会計年度の「長期借入金」については１年以内返済予定の長期借入金700百万円が含まれておりま

す。

 （*5）当連結会計年度の「長期借入金」については１年以内返済予定の長期借入金250百万円が含まれておりま

す。
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 1,955 － － －

受取手形 179 － － －

電子記録債権 325 － － －

営業未収入金及び契約資産 5,391 － － －

合計 7,852 － － －

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 2,320 － － －

受取手形 96 － － －

電子記録債権 357 － － －

営業未収入金及び契約資産 5,270 － － －

合計 8,044 － － －

 

４．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 300 － － － － －

長期借入金 700 250 120 － － －

合計 1,000 250 120 － － －

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 － － － － － －

長期借入金 250 120 － － － －

合計 250 120 － － － －

 

５．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価
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レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 2,664 － － 2,664

資産計 2,664 － － 2,664

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 2,513 － － 2,513

資産計 2,513 － － 2,513

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 1,066 － 1,066

負債計 － 1,066 － 1,066

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 367 － 367

負債計 － 367 － 367

 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。

　長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2024年３月31日）

  
連結貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 2,664 898 1,765

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,664 898 1,765

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 2,664 898 1,765

（注）市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額　77百万円）については、上表の「その他有価証券」には含めて

おりません。

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

  
連結貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 2,513 847 1,665

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,513 847 1,665

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 2,513 847 1,665

（注）市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額　126百万円）については、上表の「その他有価証券」には含め

ておりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 110 63 －

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 110 63 －

 

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 306 250 －

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 306 250 －

 

３．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、該当事項はありません。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

 

（デリバティブ取引関係）

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当するものはありません。

 

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当するものはありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、退職一時金制度を設けております。また、一部の連結子会社は確定拠出型の制度と

して中小企業退職金共済制度を設けております。この他に従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があり

ます。

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

退職給付債務の期首残高 2,232百万円 2,169百万円
勤務費用 172 162
利息費用 17 17
数理計算上の差異の発生額 14 1
退職給付の支払額 △267 △129

退職給付債務の期末残高 2,169 2,222

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

 

(2）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

勤務費用 172百万円 162百万円
利息費用 17 17
数理計算上の差異の費用処理額 28 22
その他 9 3

確定給付制度に係る退職給付費用 228 205

 

(3）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

数理計算上の差異 △14百万円 △20百万円

合　計 △14 △20

 

(4）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

未認識数理計算上の差異 44百万円 24百万円

合　計 44 24

 

(5）数理計算上の計算基礎に関する事項

　当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

割引率

予想昇給率

1.0％

1.1～4.7％

1.0％

1.1～4.9％

 

３．確定拠出制度

　一部の連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度92百万円、当連結会計年度93百万円でありま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社丸運(E04182)

有価証券報告書

 85/120



（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

 
当連結会計年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（注） 24百万円 4百万円

退職給付に係る負債 758  788

賞与引当金 211  233

貸倒引当金 37  23

会員権評価損 83  71

減損損失 33  37

未払金 33  52

固定資産売却損 72  74

その他 70  75

繰延税金資産小計 1,324  1,358

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注) △7  －

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △264  △245

評価性引当額小計 △272  △245

繰延税金資産合計 1,052  1,113

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △538  △522

固定資産圧縮記帳積立金 △528  △543

その他 △65  △57

繰延税金負債合計 △1,132  △1,123

繰延税金資産（△は負債）の純額 △79  △10

 

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠

損金(※1)
－ － － － 0 24 24

評価性引当額 － － － － △0 △7 △7

繰延税金資産

(※2)
－ － － － 0 16 16

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠

損金(※1)
－ － － － 0 3 4

評価性引当額 － － － － － － －

繰延税金資産

(※2)
－ － － － 0 3 4

(※1) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(※2) 将来の課税所得の見込みにより、当該繰延税金資産は回収可能と判断しております。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2025年３月31日）

法定実効税率 30.62  30.62

（調整）    

住民税均等割額 5.67  2.78

交際費等永久差異 3.23  1.40

受取配当金益金不算入 △0.54  △0.28

評価性引当額 △0.83  △2.32

連結子会社との税率差異 2.76  2.07

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 －  △0.29

その他 2.86  △1.70

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.77  32.28

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債については、法定実効税率を30.62%から31.52%に変更し計算しております。

　この変更により、当連結会計年度の繰延税金負債の金額（繰延税金資産を控除した金額）は８百万円増加し、退

職給付に係る調整累計額が０百万円増加し、法人税等調整額が４百万円、その他有価証券評価差額金が14百万円、

それぞれ減少しております。

　また、再評価に係る繰延税金負債は55百万円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。

 

４．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する

場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人

税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 

 

（企業結合等関係）

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

当社及び一部の連結子会社では、静岡県富士市及びその他の地域において、賃貸用の土地を有しております。前

連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は10百万円（主な賃貸収益は営業収益に、主な賃貸費用

は営業原価に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は９百万円（主な賃

貸収益は営業収益に、主な賃貸費用は営業原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 287 351

 期中増減額 64 △13

 期末残高 351 338

期末時価 485 510

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減損損失累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて算出した金額であ

ります。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、連結財務諸表「注記事項（セグメント情報等）」に記載のと

おりであります。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約及び履行義務に関する情報

　当社グループの主要な事業である運送事業と保管事業の主な履行義務の内容、収益を認識する通常の時点及び

取引先の支払期限は以下のとおりであります。

　運送事業は、主に当社グループの営業所における国内トラック運送となります。トラック運送では、取引先の

荷物を積地から着地に運送する履行義務を負っております。これらの収益は、着地への到着時点で履行義務が充

足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。代金は、取引先との契約に従い、概ね２ヵ月以内に受

領しております。

　保管事業は、主に当社グループの営業所における倉庫での保管及び保管物の入出庫となります。倉庫での保管

では、取引先の利用期間中に荷物を保管する履行義務を負っており、保管物の入出庫では、顧客の指示により保

管物を入出庫する義務を負っております。これらの収益は、利用に応じて履行義務が充足されると判断し、サー

ビスを提供した時点で収益を認識しております。代金は、取引先との契約に従い、概ね２ヵ月以内に回収してお

ります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関

する情報

(1)契約資産及び契約負債の残高等

 前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 6,145百万円 5,875百万円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 5,875 5,697

契約資産(期首残高) 103 20

契約資産(期末残高) 20 26

契約負債(期首残高) 22 23

契約負債(期末残高) 23 11

 

　契約資産は、主として、当社の主要事業である運送事業と保管事業ではない重量物搬入・据付サービスにお

いて顧客に移転したサービスと交換に受け取る対価に対する権利のうち、時の経過以外の条件付きの権利であ

ります。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じ

た債権に振り替えられます。

　契約負債は、サービスを顧客に移転する前に、顧客から対価を受け取っているまたは対価の支払期限が到来

しているものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

　前連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、22百万円であり

ます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、23百万円で

あります。

 

(2)残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に

予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足（又は部分的に未充足）

の履行義務は、前連結会計年度末において23百万円、当連結会計年度末において11百万円であります。当該履行

義務は、主として、運送サービスと保管サービスに関するものであり、期末日後１年以内に全て収益として認識

されると見込んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社及び連結子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、経営会議が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

　当社グループは、主として物流事業を営んでおり、事業計画の立案、業績評価及び投資意思決定等は、報告セ

グメント別に行っております。

 

　各報告セグメント及び「その他事業」の区分の主なサービス又は事業内容は以下のとおりです。

貨 物 輸 送

区域輸送、特別積合せ輸送、環境リサイクル、重量品輸送・搬出入・据付、引越、保管、鉄道

コンテナ輸送、海上コンテナ輸送、航空輸送、梱包、構内請負作業、食品低温物流、貨物輸送

に付帯関連する事業

エネルギー

輸 送

石油輸送、ＬＰＧ輸送、構内請負作業、潤滑油・化成品の輸送及び保管業務、エネルギー輸送

に付帯関連する事業

海 外 物 流
海上コンテナ輸送、国際航空貨物輸送、国際海上貨物輸送、輸出入通関業務、海外物流に付

帯関連する事業

テ ク ノ

サ ポ ー ト
油槽所等の構内作業に付帯関連する事業

その他事業 不動産賃貸業、損害保険代理業、事務代行業等

 

２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表「注記事項（連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項）」における記載と概ね同一であります。セグメント間の取引は、市場価格等に基づいてお

ります。なお、報告セグメントの資産及び負債については、経営会議において事業セグメントごとの資産情報が

利用されていないため、記載しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社丸運(E04182)

有価証券報告書

 89/120



３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

       （単位：百万円）

 貨物輸送
エネル

ギー輸送
海外物流

テクノ

サポート

その他

事業
合計

調整額

（注）

連結財務

諸表計上

額

営業収益         

顧客との契約から生じ

る収益
22,433 15,611 5,134 1,785 26 44,992 － 44,992

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への営業収益 22,433 15,611 5,134 1,785 26 44,992 － 44,992

セグメント間の内部営

業収益又は振替高
755 683 15 0 384 1,839 △1,839 －

計 23,189 16,295 5,150 1,786 411 46,832 △1,839 44,992

セグメント利益又は損

失（△）
64 452 △65 49 134 634 69 704

その他の項目         

減価償却費 1,132 895 56 5 19 2,109 34 2,144

受取利息 3 7 7 1 0 19 △12 7

支払利息 2 1 － － － 4 8 12

（注）　１．セグメント利益又は損失は連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。

　　　　２．セグメント利益又は損失の調整額69百万円は、各報告セグメントに配分していない全社収益・費用の純

額等であります。

 

　当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

       （単位：百万円）

 貨物輸送
エネル

ギー輸送
海外物流

テクノ

サポート

その他

事業
合計

調整額

（注）

連結財務

諸表計上

額

営業収益         

顧客との契約から生じ

る収益
22,404 16,335 5,460 1,916 28 46,145 － 46,145

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への営業収益 22,404 16,335 5,460 1,916 28 46,145 － 46,145

セグメント間の内部営

業収益又は振替高
771 658 24 0 332 1,788 △1,788 －

計 23,176 16,993 5,485 1,917 361 47,933 △1,788 46,145

セグメント利益又は損

失（△）
517 580 △24 143 82 1,298 103 1,401

その他の項目         

減価償却費 1,094 845 51 7 6 2,004 35 2,040

受取利息 6 11 6 2 0 26 △19 6

支払利息 2 1 － － － 4 3 8

（注）　１．セグメント利益又は損失は連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。

　　　　２．セグメント利益又は損失の調整額１億３百万円は、各報告セグメントに配分していない全社収益・費用

の純額等であります。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

     （単位：百万円）

 貨物輸送
エネルギー
輸送

海外物流
テクノ
サポート

その他事業 合計

外部顧客への営業収益 22,433 15,611 5,134 1,785 26 44,992

 

２．地域ごとの情報

(1）営業収益

　本邦の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報
 

  （単位：百万円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名

ＥＮＥＯＳ株式会社 14,344
貨物輸送、エネルギー輸送、海外物流、テクノサ
ポート

 

 

当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

     （単位：百万円）

 貨物輸送
エネルギー
輸送

海外物流
テクノ
サポート

その他事業 合計

外部顧客への営業収益 22,404 16,335 5,460 1,916 28 46,145

 

２．地域ごとの情報

(1）営業収益

　本邦の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報
 

  （単位：百万円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名

ＥＮＥＯＳ株式会社 14,958
貨物輸送、エネルギー輸送、海外物流、テクノサ
ポート
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

　「その他事業」において、一部の建物について除却の意思決定を行ったことに伴い、帳簿価額を回収可能

価額まで減額しております。なお、当該減損損失の計上額は、当連結会計年度においては６百万円でありま

す。

 

      （単位：百万円）

 貨物輸送
エネルギー
輸送

海外物流
テクノサポー

ト
その他事業 調整額 合計

減損損失 － － － － 6 － 6

 

当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

　「その他事業」において、事業の用に供していない遊休資産のうち、帳簿価額を回収可能価額まで減額し

ております。なお、当該減損損失の計上額は、当連結会計年度においては13百万円であります。

 

      （単位：百万円）

 貨物輸送
エネルギー
輸送

海外物流
テクノサポー

ト
その他事業 調整額 合計

減損損失 － － － － 13 － 13

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

法人主要株

主及びその

他の関係会

社

ＪＸ金属

㈱

東京都

港区
75,000

薄膜材料事

業、タンタ

ル・ニオブ事

業、機能材料

事業、金属・

リサイクル事

業、資源事業

（被所有）

直接

38.27％

同社製品の

自動車運送

役員の兼任

1人

営業取引

（運送に

伴う料

金・運賃

等）

935

営業未

収入金

及び契

約資産

90

その他の

関係会社の

親会社

ＥＮＥＯ

Ｓホール

ディング

ス㈱

東京都

千代田区
100,000

エネルギー事

業、石油・天

然ガス開発事

業、金属事

業、機能材事

業、電気・都

市ガス事業、

再生可能エネ

ルギー事業を

行う子会社及

びグループ会

社の経営管理

並びにこれに

付帯する事業

（被所有）

間接

38.28％

同社依頼貨

物の自動車

運送

営業取引

（運送に

伴う料

金・運賃

等）

1

営業未

収入金

及び契

約資産

0

その他の

関係会社

等(注)２

ＥＮＥＯ

Ｓ㈱

東京都

千代田区
30,000

石油製品

（ガソリ

ン・灯油・

潤滑油等）

の精製およ

び販売、石

油化学製品

等の製造及

び販売、水

素供給

－
同社製品の

自動車運送

営業取引

（運送に

伴う料

金・運賃

等）

13,162

営業未

収入金

及び契

約資産

1,376

　（注）１.取引条件ないし取引条件の決定方針等　営業取引については、価格交渉の上、一般的取引条件を勘案して決

定しております。

　　　　２.ENEOS㈱はその他の関係会社の親会社の子会社に該当します。

 
 

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

１株当たり純資産額 856.25円 879.90円

１株当たり当期純利益 14.41円 38.65円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
416 1,116

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（百万円）
416 1,116

期中平均株式数（千株） 28,885 28,885

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 300 － 0.50 －

１年以内に返済予定の長期借入金 700 250 0.52 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 370 120 0.52 2026年～2027年

合計 1,370 370 － －

　（注）１．平均利率については、期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 120 － － －

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

 

（２）【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

営業収益 （百万円） 22,568 46,145

税金等調整前中間（当期）純利益 （百万円） 806 1,668

親会社株主に帰属する中間（当期）純利益 （百万円） 509 1,116

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 17.65 38.65
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,229 1,392

受取手形 ※５ 176 94

電子記録債権 ※５ 312 351

営業未収入金及び契約資産 ※１ 4,765 ※１ 4,583

棚卸資産 ※２ 20 ※２ 24

前払費用 65 51

短期貸付金 ※１ 285 ※１ 292

未収入金 ※１ 805 ※１ 1,002

その他 17 18

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 7,677 7,811

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※３ 3,575 ※３ 3,305

構築物 417 553

機械及び装置 138 152

車両運搬具 ※３,※４ 71 ※３,※４ 85

工具、器具及び備品 ※４ 211 ※４ 186

土地 ※３ 15,263 ※３ 15,250

その他 6 4

有形固定資産合計 19,684 19,537

無形固定資産   

借地権 84 84

施設利用権 2 2

ソフトウエア 739 380

無形固定資産合計 826 467

投資その他の資産   

投資有価証券 1,474 2,537

関係会社株式 3,043 2,025

出資金 16 16

長期貸付金 ※１ 275 ※１ 421

長期前払費用 21 17

敷金 270 219

その他 148 99

貸倒引当金 △111 △63

投資その他の資産合計 5,138 5,273

固定資産合計 25,648 25,279

資産合計 33,326 33,091
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 ※１ 3,195 ※１ 3,172

短期借入金 ※３ 1,000 ※３ 250

未払金 ※１ 749 ※１ 716

未払費用 106 113

未払消費税等 83 88

未払法人税等 71 253

預り金 150 134

関係会社預り金 ※１ 3,725 ※１ 4,117

賞与引当金 245 287

その他 1 1

流動負債合計 9,330 9,136

固定負債   

長期借入金 ※３ 370 ※３ 120

再評価に係る繰延税金負債 1,886 1,942

退職給付引当金 1,735 1,771

繰延税金負債 299 282

その他 305 261

固定負債合計 4,597 4,378

負債合計 13,927 13,514

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,559 3,559

資本剰余金   

資本準備金 3,076 3,076

その他資本剰余金 1 1

資本剰余金合計 3,077 3,077

利益剰余金   

利益準備金 379 379

その他利益剰余金   

別途積立金 3,000 3,000

固定資産圧縮積立金 1,197 1,181

繰越利益剰余金 4,098 4,432

利益剰余金合計 8,674 8,993

自己株式 △22 △22

株主資本合計 15,289 15,607

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,207 1,122

土地再評価差額金 2,901 2,846

評価・換算差額等合計 4,109 3,968

純資産合計 19,398 19,576

負債純資産合計 33,326 33,091
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業収益 ※１ 39,072 ※１ 40,088

営業原価 ※１ 37,133 ※１ 37,645

営業総利益 1,938 2,443

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 2,066 ※１,※２ 2,136

営業利益又は営業損失（△） △127 306

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※１ 186 ※１ 268

雑収入 ※１ 61 ※１ 47

営業外収益合計 247 316

営業外費用   

支払利息 ※１ 24 ※１ 27

為替差損 3 0

固定資産圧縮損 8 －

雑損失 0 －

営業外費用合計 37 28

経常利益 83 594

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 14 ※３ 12

投資有価証券売却益 63 250

関係会社株式売却益 63 －

特別利益合計 141 262

特別損失   

固定資産売廃却損 ※４ 23 ※４ 2

減損損失 ※５ 6 ※５ 13

その他 0 3

特別損失合計 30 19

税引前当期純利益 194 837

法人税、住民税及び事業税 65 230

法人税等調整額 12 △0

法人税等合計 78 230

当期純利益 116 607
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【営業原価明細書】

  
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

１．人件費  1,951 5.3 1,948 5.2

（うち賞与引当金繰入額）  (127)  (139)  

（うち退職給付引当金繰入額）  (113)  (101)  

２．経費      

外注費  31,502  32,301  

燃油費  42  37  

修繕費  315  247  

減価償却費  873  876  

租税公課  225  239  

施設使用料  848  658  

その他  1,373  1,335  

経費計  35,181 94.7 35,697 94.8

営業原価合計  37,133 100.0 37,645 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

       （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金

 別途積立金
固定資産圧
縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 3,559 3,076 1 3,077 379 3,000 1,197 4,212

当期変動額         

固定資産圧縮積立金の取崩       △0 0

剰余金の配当        △231

当期純利益        116

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

        

当期変動額合計 － － － － － － △0 △113

当期末残高 3,559 3,076 1 3,077 379 3,000 1,197 4,098

 

      (単位：百万円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計 

 
 
利益剰余
金合計
 
 

当期首残高 8,789 △22 15,403 890 2,901 3,792 19,196

当期変動額        

固定資産圧縮積立金の取崩 －  －    －

剰余金の配当 △231  △231    △231

当期純利益 116  116    116

自己株式の取得  △0 △0    △0

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

   316 － 316 316

当期変動額合計 △114 △0 △114 316 － 316 202

当期末残高 8,674 △22 15,289 1,207 2,901 4,109 19,398
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当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

       （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金

 別途積立金
固定資産圧
縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 3,559 3,076 1 3,077 379 3,000 1,197 4,098

当期変動額         

固定資産圧縮積立金の取崩       △15 15

剰余金の配当        △288

当期純利益        607

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

        

当期変動額合計 － － － － － － △15 334

当期末残高 3,559 3,076 1 3,077 379 3,000 1,181 4,432

 

      (単位：百万円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計 

 
 
利益剰余
金合計
 
 

当期首残高 8,674 △22 15,289 1,207 2,901 4,109 19,398

当期変動額        

固定資産圧縮積立金の取崩 －  －    －

剰余金の配当 △288  △288    △288

当期純利益 607  607    607

自己株式の取得  △0 △0    △0

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

   △85 △55 △140 △140

当期変動額合計 318 △0 318 △85 △55 △140 177

当期末残高 8,993 △22 15,607 1,122 2,846 3,968 19,576
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式…………………………………総平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）を採用しております。

　市場価格のない株式等…………………総平均法による原価法を採用しております。

 

(2）デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ………………………………時価法を採用しております。

 

(3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用して

おります。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物           ２～50年

機械及び装置   ２～17年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員等に対して支給する賞与にあてるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

として12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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４．収益及び費用の計上基準

　当社の主要な事業である運送事業と保管事業の主な履行義務の内容、収益を認識する通常の時点は以下のとおりで

あります。

　運送事業は、主に当社の営業所における国内トラック運送となります。トラック運送では、取引先の荷物を積地か

ら着地に運送する履行義務を負っております。これらの収益は、着地への到着時点で履行義務が充足されると判断

し、当該時点で収益を認識しております。

　保管事業は、主に当社の営業所における倉庫での保管及び保管物の入出庫となります。倉庫での保管では、取引先

の利用期間中に荷物を保管する履行義務を負っており、保管物の入出庫では、顧客の指示により保管物を入出庫する

義務を負っております。これらの収益は、利用に応じて履行義務が充足されると判断し、サービスを提供した時点で

収益を認識しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処

理の方法と異なっております。

 

（重要な会計上の見積り）

繰延税金資産の回収可能性

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産

(繰延税金負債相殺前)
757 772

 

(2）会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

　当社グループはグループ通算制度を適用しており、繰延税金資産の認識は、主にグループ通算制度適用会社の

将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もっております。当該見積りは、将来の不確

実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、予測不能な事態により実際に発生した課税所得の時

期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の財務諸表において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与え

る可能性があります。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

短期金銭債権 561百万円 618百万円

長期金銭債権 275 421

短期金銭債務 5,407 5,782

 

※２　棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

商品及び製品 2百万円 6百万円

原材料及び貯蔵品 18 18

 

※３　担保に供している資産及び担保に係る負債

担保に供している資産

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

建物 405百万円 344百万円

車両運搬具 0 0

土地 7,937 7,937

計 8,342 8,282

担保に係る負債

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

短期借入金 880百万円 230百万円

長期借入金 350 120

計 1,230 350

 

※４　有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

車両運搬具 26百万円 22百万円

工具、器具及び備品 4 4

計 30 26

 

※５　期末日満期手形等

　期末日満期手形の会計処理については、前事業年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。期末日満期手形等の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

受取手形 1百万円 －百万円

電子記録債権 20 －
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

営業収益 1,164百万円 1,287百万円

営業費用 16,286 16,698

営業取引以外の取引高 49 58

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度26％、当事業年度28％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度74％、当事業年度72％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

給料手当及び賞与 836百万円 797百万円

賞与引当金繰入額 118 148

退職給付費用 40 35

福利厚生費 220 211

減価償却費 34 35

貸倒引当金繰入額 0 0

雑費 312 414

 

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

車両運搬具 13百万円 12百万円

工具、器具及び備品 1 0

計 14 12

 

※４　固定資産売廃却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

建物 23百万円 1百万円

構築物 0 1

機械及び装置 － 0

車両運搬具 － 0

工具、器具及び備品 0 0

計 23 2
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※５　減損損失

　当社は、原則として、事業区分をもとに他の資産グループから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小

の単位でグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　前事業年度において、東京都千代田区の事務所については、建物を解体することになったため、６百万円(建物６

百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。

　当事業年度において、事業の用に供していない青森県八戸市の遊休地に係る資産（土地）について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額13百万円（土地13百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により算定しております。

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

子会社株式 1,826 2,025
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2024年３月31日）
 

当事業年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 531百万円 557百万円

賞与引当金 75  88

貸倒引当金 34  20

会員権評価損 71  58

未払金 91  93

関係会社株式評価損 123  127

繰越欠損金 13  －

固定資産売却損 72  74

減損損失 33  37

その他 46  111

繰延税金資産小計 1,092  1,167

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △335  △394

評価性引当額小計 △335  △394

繰延税金資産合計 757  772

繰延税金負債    

固定資産圧縮記帳積立金 △528  △543

その他有価証券評価差額金 △528  △511

繰延税金負債合計 △1,056  △1,055

繰延税金資産(△は負債)の純額 △299  △282

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2024年３月31日）
 
 

当事業年度
（2025年３月31日）

法定実効税率 30.62％  30.62％

（調整）    

住民税均等割額 18.35  4.31

交際費損金不算入 7.41  1.96

受取配当金益金不算入 △19.96  △7.49

評価性引当額 △0.19  △3.0

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 －  △0.21

その他 3.83  1.28

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.06  27.47

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延

税金負債については、法定実効税率を30.62%から31.52%に変更し計算しております。

　この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額（繰延税金資産を控除した金額）は12百万円増加し、法人税

等調整額が１百万円、その他有価証券評価差額金が14百万円、それぞれ減少しております。

　また、再評価に係る繰延税金負債は55百万円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。

 

４．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取

扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する

税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」に

同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

資産の種類
当期首

残高

当　期

増加額

当　期

減少額

当　期

償却額

当期末

残高

減価償却

累計額

有形固定資産       

建物 3,575 70 1 340 3,305 11,399

構築物 417 202 1 64 553 1,575

機械及び装置 138 40 0 26 152 766

車両運搬具 71 50 0 36 85 2,552

工具、器具及び備品 211 34 0 59 186 899

土地 15,263 －
13

(13)
－ 15,250 －

その他 6 － － 1 4 2

有形固定資産計 19,684 398
16

(13)
528 19,537 17,195

無形固定資産       

借地権 84 － － － 84 －

施設利用権 2 － － － 2 －

ソフトウエア 739 8 － 367 380 1,696

無形固定資産計 826 8 － 367 467 1,696

　（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 消化設備交換工事 61百万円

構築物 発煙硫酸設備受入配管代替 193百万円

２．「当期減少額」欄の（　）は内書きで、減損損失の計上額であります。

 

【引当金明細表】

科目
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 112 0 49 63

賞与引当金 245 287 245 287
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月下旬

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日　３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 ――――――――

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に

よる公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当社ホームページに記載しており、そのアドレスは次のとおり

であります。

https://www.maruwn.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受

ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第122期）（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）2024年６月27日関東財務局長に提出。

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　　2024年６月27日関東財務局長に提出。

(3) 半期報告書及び確認書

（第123期中）（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）2024年11月14日関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

2024年６月28日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報

告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  2025年６月20日

株式会社　丸運    

 

 取締役会　御中  

 

 清陽監査法人  

 　東京都港区  

 

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 鈴木　智喜

 
 

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 中山　直人

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社丸運の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社丸運及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のう

ち、将来回収可能と見込まれる金額を繰延税金資産として

計上している。連結財務諸表の【注記事項】（税効果会計

関係）に記載のとおり、2025年３月末時点における評価性

引当額控除前の繰延税金資産の残高は1,358百万円、評価

性引当額は245百万円であり、評価性引当額控除後の繰延

税金資産残高は1,113百万円（総資産の3.0%）である。ま

た、繰延税金資産の連結貸借対照表計上額は、102百万円

である。

　会社は、【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載

のとおり、グループ通算制度を適用していることから、グ

ループ通算制度適用会社の将来の事業計画に基づく将来の

収益力やタックスプランニング等により一時差異等加減算

前課税所得を見積り、相殺可能と判断した将来減算一時差

異等に対して繰延税金資産を計上している。将来の課税所

得の前提となる事業計画には、営業収益及び営業利益の予

測などの仮定が含まれている。

　繰延税金資産の回収可能性の評価の前提となる一時差異

等加減算前課税所得の見積りに使用されている上記の仮定

は見積りの不確実性の程度が高く、経営者の主観的な判断

を伴うため、当監査法人は当該事項を監査上の主要な検討

事項とした。

　当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性の検討にあた

り、以下の手続を実施した。

　繰延税金資産の計上に関連する内部統制の整備及び運用

状況の有効性を評価した。

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第26号）における要件に照らして企業の

分類が適切に行われているかを検討した。

　将来減算一時差異の解消見込年度のスケジューリングに

ついて、経理部責任者への質問を実施し、翌連結会計年度

以降の事業計画の合理性及び実現可能性を検討した。

　会社及び主要なグループ通算制度適用子会社の繰延税金

資産の回収可能性の判断に用いられた将来の課税所得の発

生額の見積りについて、担当役員への質問を実施し、課税

所得計画の基礎資料である事業計画との整合性を確かめ

た。

　会社及び主要なグループ通算制度適用子会社の営業収益

及び営業利益を含む当連結会計年度の事業計画について、

計画数値と実績数値とを比較し、事業計画の精度を確かめ

た。また、事業計画に係る見積方法の妥当性、重要な仮定

の合理性を検証し、用いられたデータと利用可能な外部情

報との整合性を確かめた。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対

して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意

見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

EDINET提出書類

株式会社丸運(E04182)

有価証券報告書

116/120



＜内部統制監査＞

監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社丸運の2025年３月31
日現在の内部統制報告書について監査を行った。
　当監査法人は、株式会社丸運が2025年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制
報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係
る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。
 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に
係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。
　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。
　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。
 
内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 
＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、当連結会計年度の会社及び子会社の監査証明業

務に基づく報酬の額は32百万円であり、非監査業務に基づく報酬はない。
 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以　上

 
 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す
る形で別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  2025年６月20日

株式会社　丸運    

 

 取締役会　御中  

 

 清陽監査法人

 　東京都港区

 

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 鈴木　智喜

 
 

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 中山　直人

 
 

＜財務諸表監査＞
監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社丸運の2024年４月１日から2025年３月31日までの第123期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
丸運の2025年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、将来減算一時差異のうち、将来回収可能と見込

まれる金額を繰延税金資産として計上している。財務諸表

の【注記事項】（税効果会計関係）に記載のとおり、2025

年３月末時点における評価性引当額控除前の繰延税金資産

の残高は1,167百万円、評価性引当額は394百万円であり、

評価性引当額控除後の繰延税金資産残高は772百万円（総

資産の2.3%）である。また、繰延税金負債相殺後の貸借対

照表計上額は、繰延税金負債282百万円である。

　会社は、【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載

のとおり、グループ通算制度を適用していることから、グ

ループ通算制度適用会社の将来の事業計画に基づく収益力

やタックスプランニング等により一時差異等加減算前課税

所得を見積り、相殺可能と判断した将来減算一時差異等に

対して繰延税金資産を計上している。将来の課税所得の前

提となる事業計画には、営業収益及び営業利益の予測など

の仮定が含まれている。

　繰延税金資産の回収可能性の評価の前提となる一時差異

等加減算前課税所得の見積りに使用されている上記の仮定

は将来の不確実な経済状況の変動等によって影響を受ける

可能性があり、予測不能な事態により実際に発生する課税

所得の時期及び金額の不確実性の程度が高く、経営者の主

観的な判断を伴うため、当監査法人は当該事項を監査上の

主要な検討事項とした。

　当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性の検討にあた

り、以下の手続を実施した。

　繰延税金資産の計上に関連する内部統制の整備及び運用

状況の有効性を評価した。

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第26号）における要件に照らして企業の

分類が適切に行われているかを検討した。

　将来減算一時差異の解消見込年度のスケジューリングに

ついて、経理部責任者への質問を実施し、翌事業年度以降

の事業計画の合理性及び実現可能性を検討した。

　会社の繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられた将

来の課税所得の発生額の見積りについて、担当役員への質

問を実施し、課税所得計画の基礎資料である事業計画との

整合性を確かめた。

　会社の営業収益及び営業利益を含む当事業年度の事業計

画について、計画数値と実績数値とを比較し、事業計画の

精度を確かめた。また、事業計画に係る見積方法の妥当

性、重要な仮定の合理性を検証し、用いられたデータと利

用可能な外部情報との整合性を確かめた。

 

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付

意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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